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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（38名） 

２番 渡 辺 正 剛 (国富町・綾町の将来を考える会) 
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４番 工 藤 隆 久 （公明党宮崎県議団） 

５番 荒 神   稔 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 福 田 新 一 （  同  ） 

７番 本 田 利 弘 （  同  ） 

８番 山 内 いっとく （  同  ） 

９番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

10番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

11番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

12番 黒 岩 保 雄 （  同  ） 

13番 濵 砂   守 （  同  ） 

14番 脇 谷 のりこ （親 和 会） 

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

16番 山 内 佳菜子 （  同  ） 

17番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

18番 坂 本 康 郎 （  同  ） 

19番 二 見 康 之 （宮崎県議会自由民主党） 

20番 日 高 博 之 （  同  ） 

21番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

22番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

23番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

24番 安 田 厚 生 （  同  ） 

25番 内 田 理 佐 （  同  ） 

26番 川 添   博 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

31番 重 松 幸次郎 （公明党宮崎県議団） 

32番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党） 

33番 山 下   寿 （ 同 ） 

34番 外 山   衛 （  同  ） 

35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 

39番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、脇

谷のりこ議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○脇谷のりこ議員

ございます。今日は寒い中、皆様、傍聴に来て

いただきまして本当にありがとうございます。

そして、ネットで御覧いただいている皆様方も

ありがとうございます。脇谷のりこでございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

今年は、南海トラフと思うような大地震に始

まり、台風、竜巻、突風、そして線状降水帯の

発生など、災害の多い年でした。10月21日か

ら23日にかけての豪雨による被害でお亡くなり

になった方には心からお悔やみ申し上げます。

さて今、ちまたでは103万円の壁が話題になっ

ています。基礎控除額が上がるので、もっと働

けると喜ばれる一方で、地方自治体は減収によ

る懸念が広がっています。

先日の坂口議員の質問で宮崎県の減収額が出

ましたが、過去にも国が地方の減収分を補塡し

た経緯から、今回も国債で補うだろうと言われ

る国会議員もおれば、国も減収になるから地方

への補塡などできないだろうと言われる国会議

員もおります。そうなったら地方は大変困りま

す。

国と地方の関係は、国が地方を支配監督する

という主従の関係ではなく、対等で協力する関

係です。しかしながら、国民の租税総額は国税

のほうが多く、税収割合は国が６割、地方が４

割、一方で歳出は地方のほうが多く、国が４

割、地方が６割に逆転してしまっています。地

方の財源不足を補うために、地方交付税など国

から地方への財源移転が行われるわけですが、

それがまるでお上からいただくような上下関係

になっているのはおかしなことです。

また、東京一極集中による地域間での税源の

偏在も懸念材料です。地方に住む私たちが子供

を産むからこそ、日本全体の昨年の合計特殊出

生率が何とか1.2になっているのです。東京

は0.99、宮崎県は沖縄に次いで同率２位の1.49。

私たち地方の母親は、子供を産んで働きなが

ら一生懸命育て、高校を卒業した後、都会の大

学に進学した子供たちのために、地方から仕送

りをしているのに、子供が都会で就職して納め

た税金が、国や都会のために使われるのは不公

平です。地方から生まれた子供たちが国に納め

る税金は、地方に還元されるべきです。それが

当然のことです。

国も都会も地方も対等であれば、国と地方間

の税財源の配分の在り方を見直し、また地方法

人課税の偏在是正をすることが必要だと思って

います。地方の住民サービスが削られることの

ないよう、今後も国からの交付金をしっかりと

獲得していただくよう強く要望いたします。

補正予算は拡充されるようですが、令和７年

度の当初予算も当然国から配分してもらって、

重点施策に予算をつけていただきたいと思いま

す。

宮崎県の令和７年度当初予算編成方針の重点

施策の推進方針の柱に、若者・女性を重視した

人口減少対策の強化を挙げられています。日本

一挑戦プロジェクトの一つに「子ども・若者」

がありますから、特に若者・女性を重視した施

策にされた知事の思いをお聞かせください。

続いて、2023年の他の都道府県から宮崎県へ

令和６年11月29日(金)
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令和６年11月29日(金)

の転入及び転出者数を見てみますと、転入が総

数１万8,843人、転出は１万9,954人で、1,111人

の転出超過になっています。東京は６万8,000人

余の転入超過、神奈川が２万8,000人余、埼玉が

２万4,000人余の転入超過です。エリア別に見る

と、東京圏だけが12万6,000人の転入超過で、名

古屋圏も大阪圏も若干の転出超過になっている

ということは、ほぼ東京圏に集まっているとい

うことです。宮崎の若者や女性が東京圏へと転

出していくことを考えると、人口減少対策に

は、やはりＵＩＪターンに力を入れるのが重要

だと考えます。

都会の大学に行った若者が、人間関係が希薄

で他者に無関心な都会の空気になじめず、心を

病んでしまうというケースが少なからずありま

す。宮崎は、人のよさ、おもてなしのよさが県

外の方から褒められる県民性ですから、特に都

会に出て行った男性は、宮崎の優しさがやっぱ

りいいという気持ちを持つのではないでしょう

か。女性は、古い習慣から逃げたい、自分に

合った仕事をしたいという気持ちからなのか、

Ｕターンされる方は少ないんですが、宮崎のよ

さを再発見してもらうと帰りたいという気持ち

になるかもしれません。また、都会から御夫婦

で移住されて、宮崎のよさを実感されている方

もおります。

地方といえば、自然豊かなところを思い浮か

べますが、自然は心の癒やしです。土に触れる

ことでリラックス効果が得られ、ストレスが軽

減されるという調査結果もあります。そして食

です。おいしいものを食べると、みんな幸せに

なります。自然と食、そこに農業という仕事が

あります。どの地方にも自然があることには変

わりはないのですが、何といっても宮崎県の農

業は違います。

政府統計データで地域の産業・雇用創造

チャートを見ると、宮崎県は農林水産業で稼ぐ

力が強いという結果が出ています。また、別の

データによると、宮崎県の農業の稼ぐ力は全国

ランキング１位になっています。農業は、自分

次第でスマートに、かっこよく、魅力的に稼ぐ

ことができる職業だと思いますから、若者や女

性に、宮崎で農業をすることを豊かな生活の選

択肢として選んでもらうことを期待していま

す。

宮崎県の基幹産業である農業に若者や女性を

呼び込むには、農業の稼ぐ力が必要だと考えま

すが、知事のお考えをお聞きします。

以上２点お伺いし、その後は質問者席で行い

ます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

まず、若者・女性を重視した対策強化につい

てであります。

私は就任以来、少子化・人口減少を県政の最

重要課題として、様々な対策を講じてまいりま

したが、近年、出生数・出生率の低下が顕著と

なるなど、少子化に歯止めがかからない状況に

強い危機感を抱いております。

このため、来年度の重点施策の推進方針にお

いては、人口減少対策のさらなる強化を図るた

め、新たな方向性として、若者・女性を重視し

た社会減対策の充実・強化を掲げ、現在、取り

組んでおります出会い・結婚や子育て支援な

ど、自然減対策と一体となって、若者・女性の

県内定着を促進する環境づくりに、さらに力を

入れることとしたところであります。

現在、全庁を挙げて、来年度予算に向けた事

業の構築を進めているところであります。魅力

ある雇用の創出や快適な職場環境の整備、多様
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令和６年11月29日(金)

な働き方の推進、さらには男女共同参画に向け

た意識の醸成など、これまで以上に取組を強化

し、就職やＵターン等を通じて、若者・女性が

地元で学び、暮らし、働き、生き生きと活躍で

きる宮崎づくりを全力で進めてまいります。

次に、農業の稼ぐ力についてであります。

若者・女性を重視した取組を強化する中、本

県の基幹産業である農業に若者や女性を呼び込

むには、攻めの姿勢で農業のさらなる成長産業

化を推進し、農業の稼ぐ力を高めていくことが

重要であると考えております。

このため県では、ＡＩやデジタル、ロボット

等を駆使したスマート農業の実装による生産性

の向上をはじめ、産地での加工や農商工連携の

推進等による農畜産物の高付加価値化、輸出先

のニーズに対応した産地づくりや新規市場の開

拓等による輸出拡大など、稼げる農業への転換

に向け、果敢に挑戦しているところでありま

す。

私としましては、これら農業の稼ぐ力の強化

をこれまで以上に進め、職業としての農業の魅

力を高めることで、次の時代を担う若者や女性

を農業に呼び込み、将来にわたって「持続可能

な魅力あるみやざき農業」を実現してまいりま

す。

なお、議員から御指摘がありました、国と地

方における財源配分の課題、対等協力の中で財

政調整を行う必要性、さらには地域間における

税源偏在の課題は、今、地方が直面している極

めて重要な課題だと認識しておりまして、宮崎

県知事として、また、全国知事会の地方税財政

常任委員長として、しっかり取り組んでまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

ぜひよろしくお願いいたし○脇谷のりこ議員

ます。

続いて、災害対策についてお伺いします。

８月末の竜巻と見られる突風では、宮崎市内

各地で被害が出て、佐土原町にある私の母の実

家も半壊状態となりました。大正時代からの商

家でありましたので、平家の古い建物は瓦が飛

んで、屋根には穴が空き、外の水道管も破裂し

て、住めない状態となりました。改修の場合は

宮崎市から補助が出るのですが、解体の場合は

全く出ません。周りの方も、年齢を考えると建

て替えることもできないと頭を抱えておられま

した。竜巻のルートに当たったところは壊滅的

で、竜巻の恐ろしさをじかに感じた次第です。

日本の竜巻発生地域は、気象庁によると、秋

田県、高知県、宮崎県、鹿児島県で多く、主に

平野部や海岸線近くの地域では、暖かい湿った

空気が海から流れ込むため、大気が不安定にな

り、特に梅雨前後や台風シーズンに発生するこ

とが多いそうです。

それでは、竜巻発生の予測など、情報発信や

県民への事前の啓発にどのように取り組んでお

られるのか、危機管理統括監にお伺いします。

竜巻に関す○危機管理統括監（児玉憲明君）

る情報につきましては、気象庁が、竜巻等の発

生する可能性が高まった場合や竜巻の目撃情報

が得られた場合に、竜巻注意情報を発表し、関

係機関や報道機関へ伝達されます。県では、こ

の竜巻注意情報を防災・防犯メールの登録者へ

直ちに配信し、注意を呼びかけています。

また、事前の啓発につきましては、県ホーム

ページや防災士出前講座において、竜巻の発生

確率を図示した「ナウキャスト」などの竜巻情

報の取得方法や窓ガラスの飛散防止対策、竜巻

接近時の屋内外での避難行動など、平時からの

竜巻への備えについて周知を図っております。

本県では竜巻の発生件数も多いことから、引
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令和６年11月29日(金)

き続きこれらの啓発に取り組んでまいります。

よろしくお願いします。○脇谷のりこ議員

宮崎市内の住宅街での竜巻被害は、新築住宅

でも悲惨な状況でした。近隣の瓦が飛んでき

て、窓や外壁を突き破り、ガラスと一緒になっ

て家具や内壁に突き刺さっていました。あの状

況でよく人的被害がなかったものだと驚いたも

のです。今の新築住宅の屋根はスレートのよう

な平らな屋根材になっていますが、私の実家の

ような古い家は昔の瓦のままですので、簡単に

飛ばされてしまうようです。

現在、屋根瓦の強風対策に関する基準はどの

ようになっているのでしょうか。また、補強工

事の補助を行っている市町村があれば教えてく

ださい。県土整備部長にお願いします。

屋根瓦の強風○県土整備部長（桑畑正仁君）

対策につきましては、令和元年の房総半島台風

による被害を受けて、瓦の固定方法に関する基

準が強化され、令和４年から原則、全ての瓦を

くぎやねじにより固定することが義務づけられ

ました。また、この基準に適合しない屋根瓦の

改修につきましては、日向市で令和４年度か

ら、宮崎市で令和５年度から、国の交付金を活

用した補助事業が行われております。

ぜひ補助のない市町村もよ○脇谷のりこ議員

ろしくお願いしたいと思います。

竜巻の威力は、家屋だけでなく、電柱さえも

なぎ倒し、電線には網などが引っかかって、さ

らに切れた電線が垂れ下がっていました。市内

の住宅街では電柱が突き刺さった家もあり、緊

急で復旧作業に当たっておられました。電気だ

けでなく、通信インフラは大丈夫かと不安にな

りましたので、お伺いします。

災害時における県の通信ネットワーク環境に

ついて、整備状況を危機管理統括監にお伺いし

ます。

災害時に、○危機管理統括監（児玉憲明君）

国や市町村、関係機関と円滑に連携が図れるよ

う、確実かつ迅速に通信できる環境を整備する

ことは大変重要であります。

このため県では、市町村や消防本部との通信

手段として、主回線となる光ケーブルに加え、

バックアップ回線となる防災行政無線を整備

し、通信ネットワークの二重化を図っておりま

す。

なお、光ケーブルや防災行政無線の回線は

ループ状になっており、通信経路が途切れた場

合でも、逆方向の経路で通信が継続できるよう

構築しております。

さらに、現在、これらの地上系の通信ネット

ワークが被災して使えなくなった場合に備え、

電話や映像伝送等による情報共有ができるよ

う、衛星通信回線の整備を進めているところで

あります。

今回の竜巻被害に遭われた○脇谷のりこ議員

方の当時の状況ですが、まず台風第10号の１次

避難で指定避難所へ行かれ、翌朝、竜巻被害が

分かり、被災家屋の状況把握に追われるうち

に、数日で１次避難所が閉鎖となり、その後は

ホテルに２次避難。１週間という期限付でした

ので、その間に被災した家の片づけをしなが

ら、住む家の確保に奔走。住めるようにするた

めの家の改修に長期間を要するため、市営住宅

に１年間の無料居住が認められました。

このときの被災者の方の要望が、我が家の近

くであること、高齢者なので１階が望ましいこ

となどでありましたので、なかなか要望に添え

る市営住宅がなかったのですが、佐土原町の方

には、すぐ近くの一ツ瀬川をまたいだ新富町の

県営住宅を用意してくださり、大変助かりまし
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た。これこそ市町村をまたいだ県の役割だと実

感いたしました。ありがとうございました。

そして、もう一つ要望が多かったのが、ペッ

トとの同伴避難でした。県内の市町村が設置す

る指定避難所には、ペット受入れ可能避難所が

設置されています。宮崎市内では、全231か所中

９か所で75頭分の受入れが可能です。今回は５

か所の指定避難所で、16世帯、ペット15頭の同

伴避難対応が行われました。ただ、１次避難と

しては受入れ可能でも、ホテルや公営住宅は

ペットを同伴させることができません。

災害に備えるため、飼い主は平常時からどの

ような対策を行ったらよいのか、福祉保健部長

にお伺いします。

災害時の○福祉保健部長（渡久山武志君）

ペット対策は、飼い主による自助が基本であり

まして、日頃から災害に備えることが求められ

ます。

具体的には、ペットと一緒に避難できる避難

所を事前に確認しておくとともに、避難所が閉

鎖された後を見据えて、ペットホテルや動物病

院、親戚や友人宅など、複数の一時預け先を検

討しておくことが必要です。また、日頃から、

ペットフードの備蓄、離れ離れになってしまっ

たときのためのマイクロチップや迷子札などに

よる所有者の明示にも心がける必要がございま

す。

ペットと一緒に避難することは、動物愛護は

もとより、飼い主である被災者の心のケアの観

点からも重要でありますことから、県では、こ

うした平常時からのペット対策について、広報

や研修等を通じて普及啓発を図っております。

みやざき動物愛護センター○脇谷のりこ議員

のホームページを見てみますと、「災害時に備

えたリーフレットの配布と動画について」とい

うお知らせが８月９日に出ていました。動画を

見ましたら、よくできているのに、再生回数

は500回ほどです。すぐ目につくようにしない

と、お知らせの項目で探すのは大変難しいと思

います。できましたら、ホームページの一番最

初のページに動画を貼り付けるとか、バナーを

つくるなどして、災害時のペット対応について

の周知をよろしくお願いいたします。

続いて、多死社会を迎えて質問いたします。

令和４年の本県の死亡数及び死亡率は、高齢

化等の影響により、死亡数１万6,000人余、死亡

率15.4％と、いずれも過去最高になりました。

多死社会を迎えて、医療・介護における様々な

課題がありますが、まずは、医師などの医療従

事者が不足している中山間地域における医療提

供体制を維持・確保するためのオンライン診療

について、その課題と県の取組を福祉保健部長

にお伺いします。

医療従事者○福祉保健部長（渡久山武志君）

不足などの課題を抱える中山間地域におきまし

て、オンライン診療は、医療提供体制を補完

し、維持するための有効な手段の一つであると

考えております。

県では昨年度、美郷町の西郷病院と近隣の診

療所や高齢者施設との間で、オンライン診療の

実証実験を行いました結果、対面診療の補完に

なり得るとの評価を得る一方で、患者情報の共

有やサービスの導入、維持コストなどに課題も

見えてきたところです。

今年度は、西臼杵地域におきまして、通信環

境の確認など導入に向けた検証を行いますとと

もに、公立医療機関への機器整備を支援するな

ど、引き続き、中山間地域でのオンライン診療

の導入促進に取り組んでまいります。

ぜひよろしくお願いいたし○脇谷のりこ議員
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ます。

令和７年には、団塊世代の人が全て75歳以上

となるため、慢性疾患や複数の疾病を抱える患

者が増え、手術だけでなく、その後のリハビ

リ、また在宅医療・介護が必要となることか

ら、将来の人口構造に対応した医療・介護サー

ビスの提供体制の改革が急務の課題となり、平

成26年に医療法が改正されました。その主な内

容が、病床機能報告制度と地域医療構想の策定

です。

病床機能報告制度とは、一般・療養病床を持

つ病院・診療所が、高度急性期、急性期、回復

期、慢性期の４つの機能から果たす機能を１つ

選んで、病棟単位で都道府県に報告する制度で

す。都道府県は、それを基に、地域の医療提供

体制の将来あるべき姿を提示した地域医療構想

を医療計画において策定します。

宮崎県では平成28年に策定し、令和７年を目

標として、医療需要と病床数の必要量を算出し

ています。それによると、医療需要における病

床数の必要量の見込みは、県全体として、急性

期が約30％、回復期が約36％、慢性期が約24％

となっているのですが、令和４年度の病床機能

報告によると、急性期が約50％、回復期が16

％、慢性期が約23％と、急性期が過剰で、回復

期が大きく不足している結果になっています。

二次医療圏と同じ７つの構想区域全てが急性期

の大幅過剰の状態です。

現在はどうなっているのでしょうか。地域医

療構想の進捗状況と今後の取組について、福祉

保健部長にお伺いします。

地域医療構○福祉保健部長（渡久山武志君）

想につきましては、平成28年10月に策定して以

降、各地域の調整会議において、地域の実情に

応じました病床機能の分化・連携に向けての議

論を進めてまいりました。

その結果、構想に掲げた2025年における病床

数の必要量に少しずつ近づいてきてはおります

ものの、依然として急性期病床が過剰で、回復

期病床が不足している状況にございます。

県といたしましては、それぞれの地域におき

まして、急性期から回復期への病床転換など、

将来の医療需要を見据えました病床機能の分化

・連携がさらに進みますように、引き続き、施

設整備費用の補助や、地域医療構想アドバイ

ザーを活用した議論の促進などに取り組んでま

いります。

65歳以上の高齢者人口は、○脇谷のりこ議員

令和７年頃にピークを迎え、その後、減少に転

じると推計されていますので、このままだと急

性期の医療資源が適切に活用されず、患者のケ

アの質や医療システムの効率性が低下します。

また、医療費の増加や医療従事者の負担増加な

ども考えられます。国からの財政支援がありま

すから、県としても、将来を見据えた医療提供

体制の構築を図っていただきますよう、よろし

くお願いします。

続いて、介護についてですが、まずは、介護

人材不足の状況と人材確保のための県の取組に

ついて、福祉保健部長にお伺いします。

本県の介護○福祉保健部長（渡久山武志君）

職員数は、令和４年度で２万2,101人でありまし

て、令和３年度から371人増え、増加傾向にあり

ます。

一方で、今年３月に策定しました高齢者保健

福祉計画における将来推計では、令和８年度に

約2,600人の人材不足が見込まれておりまして、

介護人材確保にさらに取り組む必要がございま

す。

このため県では、「参入促進」「労働環境・
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処遇の改善」及び「資質の向上」の３つの視点

から、福祉系高校と連携した小中学生に対する

介護の魅力発信交流事業の実施や介護ロボット

・ＩＣＴの導入支援、介護職員のキャリアに応

じたスキルアップ研修などに取り組んでいると

ころであります。

実はうちの娘は介護士なん○脇谷のりこ議員

ですが、いつも腰が痛いと言っており、先日は

寝込んでしまいました。150センチの小柄な体格

なので、大柄な高齢男性を抱えて入浴介助をす

ることがとてもつらいから、もう辞めたいと

言っています。人材不足の中、せっかくの介護

従事者が腰痛で体を壊しては元も子もありませ

ん。

大分県では、ノーリフティングケアを推奨さ

れているそうです。ノーリフティングケアと

は、利用者さんを人の力で持ち上げたり抱きか

かえたりせずに行うケアのことです。

宮崎県では、介護ロボットの導入支援を積極

的にやっているので、介護事業者さんからも喜

ばれているのですが、事業者さんが導入される

のは、ほとんどが見守りセンサーなどが中心だ

そうで、ノーリフティングケアのための介護ロ

ボットや福祉用具は、あまり導入されないそう

です。高価であることと、機器を使うと時間が

かかるからというのが理由だそうですが、大分

県のハローワークでは、介護職を検討されてい

る方には、ノーリフティングケアを進めている

事業者しか紹介しないのだそうです。つまり

ノーリフティングケアをしていない事業者は選

ばれないということです。

介護事業者の離職防止や人材確保のために

は、腰痛防止のためのノーリフティングケアな

ど、職員の負担軽減を含めた介護現場の生産性

向上を進めることが必要と考えますが、県の取

組について、福祉保健部長にお伺いします。

県では、介○福祉保健部長（渡久山武志君）

護現場における職員の身体的負担の軽減や業務

効率化を通じて生産性向上を図るため、介護ロ

ボットを導入する事業所に対しまして、費用の

一部を助成するなどの支援を行っております。

この事業は、利用者がベッドから車椅子への

移動を支援するリフトなども対象にしておりま

して、抱えない介護でありますノーリフティン

グケアの推進にも御活用いただけます。

さらに今週、「みやざき介護生産性向上総合

相談センター」を開設いたしまして、事業者か

らの相談対応、専門家による助言、介護ロボッ

ト等の展示・貸出しや研修会の開催など、職員

の負担軽減や業務効率化に効果的な介護テクノ

ロジーの導入に一層力を入れて取り組んでまい

ります。

今おっしゃった「みやざき○脇谷のりこ議員

介護生産性向上総合相談センター」に行ってき

ました。長い名前です。ノーリフティングケア

で体力を使わず、見守りセンサーで排せつ物の

量などが分かり、しゃべるだけで日誌が書ける

オンライン介護など、介護者の負担を軽減する

介護ロボット等が展示されていました。

何より特徴なのが、介護の専門家が個別の介

護事業者さんの相談に乗って、何が課題かを認

識し、その事業者さんに合ったアドバイスをさ

れることです。「介護の質を上げ、介護は楽な

仕事だと思ってもらえれば、離職者も減るし、

若者にも選んでもらえる職業になっていく」と

おっしゃっていました。介護事業の経営者の方

にこそ、この相談センターを活用いただきたい

と思います。

続いて、火葬場についてです。

現在、県内には、市町村や一部事務組合など
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が事業主体となり、11の火葬場があります。

ちょうど２年前に私の叔母が亡くなったのです

が、火葬場が空いていないという理由で、丸４

日間もドライアイスで遺体を安置することにな

り、亡くなって５日目でようやく葬儀ができま

した。ほかにも、葬儀が早朝の７時台や８時台

になるという苦情を聞き、これでは多死社会を

迎えるに当たって、火葬場は大丈夫かと心配に

なったところです。

しかも、居住地の火葬場が空いていなけれ

ば、近隣の市町村が管理運営している火葬場に

運ぶ選択肢もあるのですが、宮崎市民であれば

１万2,000円の手数料が、西都市の火葬場に運ぶ

と６万円にもなり、距離的に近い宮崎市佐土原

町民の方からの苦情もあります。

この手数料については、なるべく市町村間で

差が出ないようにしてもらいたいのですが、火

葬場の施設には多額の改修費用などもかかり、

事業主体ごとに様々な課題もあるようですの

で、その点は仕方ないとして、多死社会を迎え

るに当たって、人口の多いところは、早めに火

葬炉の増設などに取り組んでいただくことが必

要ではないかと思っています。

現在、県内に11ある火葬場は、例えば平時で

の１日最大火葬件数が、宮崎市葬祭センターで

は15件、都城市斎場が18件となっていますが、

多死社会を迎えるに当たり、県内の火葬場の能

力は足りているのでしょうか。また、大規模災

害時など、火葬場が被災したことも考え、火葬

場の能力を超える死者が出た場合、県はどのよ

うな対応を行うのか、福祉保健部長にお伺いし

ます。

県内の火葬○福祉保健部長（渡久山武志君）

場の１日当たりの火葬能力は合計約100人となっ

ておりまして、現在の状況を踏まえると、対応

できる能力を備えております。

火葬場設置者であります市町村や一部事務組

合では、将来的な高齢化人口の推移を見なが

ら、火葬能力の不足が生じないよう、炉の増設

や改修による火葬能力の向上、業務体制の見直

しなどを行っております。

また、大規模災害の発生時など、能力をはる

かに超えます死者が発生した場合には、県で

は、宮崎県広域火葬計画に基づきまして、死者

数の状況や被災市町村の求めに応じまして、市

町村や近隣県等と連携し、広域火葬の調整を行

うこととしております。

災害時には、市町村を越え○脇谷のりこ議員

て対応できるということで安心いたしました。

続いて、スポーツ全般についてです。

まずは、国スポ・障スポ関連です。国スポの

開催基準要項には、「大会の主催者は、公益財

団法人日本スポーツ協会、文部科学省及び開催

地都道府県とし、各競技会については、日本ス

ポーツ協会加盟競技団体等及び会場地市町村を

含めたものとする」とあります。「障スポの大

会の主催者は、「公益財団法人日本パラスポー

ツ協会、文部科学省、大会開催地の都道府県・

指定都市及び区市町村並びにその他の関係団体

とする」とあります。

それではまず、宮崎国スポ・障スポに向け

て、県が整備を進めている陸上競技場、体育

館、プールの３施設について、それぞれの施設

の整備費と国からの支援について、宮崎国スポ

・障スポ局長にお伺いします。

３○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

施設の整備費につきましては、現時点の契約額

に、今議会で提案しております陸上競技場の工

事請負契約の変更と体育館及びプールの債務負

担行為の追加を反映させますと、陸上競技場
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は、工事、設計、備品を含め約177億円、体育館

は約95億円となり、体育館につきましては、今

後、物価スライド等の変更を予定しておりま

す。プールは、運営維持管理費を含めたＰＦＩ

事業となっており、そのうち、整備費相当分は

約132億円となります。

また、国からの支援につきましては、３施設

とも学校施設環境改善交付金を活用しており、

これまでのところ、陸上競技場が約4,700万円、

体育館が約２億5, 1 0 0万円、プールが約２

億3,500万円の交付決定を受けております。

なお、国の交付金以外にも、企業版ふるさと

納税の寄附対象事業に加えているほか、有利な

起債制度も活用しながら負担軽減を図っており

ます。

３つの施設を合わせると約404○脇谷のりこ議員

億円超、国からは合計で約５億3,300万円。国ス

ポの施設に関しては、既存の建物で開催してい

る県もあるようですから、国スポ・障スポ用の

施設というわけではないことを考えたとして

も、もっと国からの交付金や補助金があってし

かるべきだと思います。

それでは、宮崎国スポ・障スポの大会運営の

ために、どの程度の費用が必要になり、国から

はどの程度支援があるのか、宮崎国スポ・障ス

ポ局長にお伺いします。

総○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

合開・閉会式の開催や競技会の運営支援など、

国スポ・障スポ両大会の運営のために、開催県

が負担する費用につきましては、直近、３つの

先催県の平均で約104億円となっております。

宮崎国スポ・障スポの運営費につきまして

は、今後、詳細な検討を行うこととしておりま

すが、現時点では、先催県と同程度の費用が必

要になると考えております。また、国からの支

援につきましては、３つの先催県、いずれも約

５億3,000万円と伺っております。

県としましては、先般創設した企業協賛制度

や寄附など、歳入の確保に努めながら負担軽減

を図ってまいります。

大会運営費が約104億円も必○脇谷のりこ議員

要であるのに対し、国からはたったの５億3,000

万円。今回は施設整備費と大会運営費を質問し

ましたが、ほかにも選手強化費なども入れる

と、国スポ関連は多額の費用がかかるのだとい

うことが分かりました。調べましたら、７年前

の2017年の愛媛大会では、施設整備費が123億

円、大会運営費が76億円、選手強化費が40億円

ということで、国からは４億5,000万円、日本ス

ポーツ協会からは１億円弱だったそうです。あ

まりにも開催県の負担が大き過ぎます。

国スポの開催基準要項では、「経費は、国庫

補助金及び日本スポーツ協会補助金並びに開催

県負担金又は準備金及び入場料等でまかなう」

としています。国と日本スポーツ協会と開催県

の３者が主催者で経費負担するということであ

れば、３分の１ずつ、あるいはせめて国が半分

でも負担するのが筋ではないでしょうか。

３巡目国スポの在り方が議論されています

が、開催都道府県の財政負担について、全国知

事会ではどのような議論がなされ、知事として

どのように考えておられるのかお伺いします。

国民スポーツ大会の開○知事（河野俊嗣君）

催に当たりましては、今、御質問がるるありま

したように、総合開・閉会式の開催や市町村に

よる競技会運営への支援、競技施設の整備等、

開催に要する経費の大部分を開催都道府県が負

担しております。さらには、競技を行う上での

審判、また施設等の基準をしっかりと見直す必

要があるのではないかと、昨年、夏の全国知事
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会で、知事が懇談する中で問題提起がなされ、

それを全国知事会長が問題提起し、今、国にお

いて見直しの議論が進められているところでご

ざいます。

今年８月、全国知事会が取りまとめた「３巡

目国スポの見直しに関する考え方」では、大会

の簡素化・効率化等を図った上で、少なくとも

式典や競技会開催費の２分の１以上は、国及び

日本スポーツ協会が負担すること、また、施設

の改修・整備について、より手厚い財政措置を

講ずることなどを求めており、私としても、３

年後の本県開催を控え、大変重要な課題、問題

提起であると考えております。

３巡目国スポの在り方については、現在、日

本スポーツ協会が設置した有識者会議におい

て、これは全国知事会からも参加しております

が、財政面を含む開催地の負担軽減等、様々な

議論がなされており、今年度中に提言が取りま

とめられる予定であります。宮崎国スポに向け

ても前倒しで実施できるものがないか、そのよ

うな問題意識を持って、県においても検討して

まいります。

日本スポーツ協会が３巡目○脇谷のりこ議員

に向けたアンケートを取っているようですが、

調査対象が、各都道府県のスポーツ協会や国体

担当部局、中央競技団体や都道府県競技団体の

関係者だけですから、競技関係者の立場の意見

ばかりでなく、開催地の県民の意見も聞いても

らいたいものです。しっかりとした議論をよろ

しくお願いいたします。

続いて、国スポ出場選手等をコンディション

面で支援するため、スポーツドクター等の活用

など、県としてどのような取組を行っているの

か、宮崎国スポ・障スポ局長にお伺いします。

選○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

手をコンディション面で支援するため、県ス

ポーツ協会のスポーツドクター等で構成する既

存の「スポーツ医・科学委員会」に加えまし

て、宮崎国スポに向けて、県競技力向上対策本

部に「コンディショニングサポート専門委員

会」を新たに設け、相互に連携しながら取組を

進めております。

具体的には、スポーツドクター等が、選手に

対するメディカルチェックや選手が答えるアン

ケートを基に作成する個人カルテに対し、アド

バイスを行うとともに、スポーツドクターやア

スレティックトレーナー等が強化練習会や大会

に帯同し、選手をサポートしております。こう

した取組が、選手のコンディションの維持や向

上に大きく貢献しているところです。

日本スポーツ協会公認のス○脇谷のりこ議員

ポーツドクターやアスレティックトレーナーだ

けでなく、宮崎県スポーツ協会認定のアスレ

ティックトレーナー、さらに宮崎県栄養士会が

独自で認定しているスポーツ栄養士は現在41

名。その方々が競技者の食事調査をし、一人一

人に対応した栄養指導などを行っておられま

す。そして、宮崎大学医学部の帖佐先生が、ス

ポーツメディカルサポートシステムの構築事業

の一環として養成・認定された健康スポーツ

ナースは県内25名、全国からも認定を希望する

ナースが宮崎に研修に来られています。スポー

ツ救護活動のための知識と技術を習得し、様々

な大会で活動されています。このような専門職

の方々にサポートしていただきながら、宮崎国

スポでの天皇杯を目指していただきたいと思い

ます。

それでは最後に、女性アスリートへの支援に

ついてお伺いします。

日本スポーツ協会公認のスポーツドクター
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は、県内に70名ほどおられますが、ほとんど男

性の整形外科医です。女性の産婦人科医でス

ポーツドクターをしておられるのが、県内にお

二人いらっしゃいます。

お一人の明野先生は、2018年６月から宮崎市

郡医師会病院で女性スポーツ外来を始められま

した。生理痛がひどくて練習や試合に参加でき

ない、生理前にいらいらしてつらい、生理の量

が多くて貧血などといった女性ならではの月経

トラブルの相談が多いそうです。特に中高生

は、練習のし過ぎで無月経になり、本人も気づ

かず骨粗鬆症になる危険性もあり、監督やコー

チ、保護者の理解が重要だということです。

月経トラブルを回避するためには、低用量ピ

ルの使用を勧められます。以前は、ピルという

と避妊のためという思い込みがありましたが、

今は、スポーツ大会本番に向けて、月経を止め

たり調整ができます。また、月経前のいらいら

や肌荒れ、月経痛も緩和するので、婦人科では

よく説明した上で処方されるそうです。まず

は、何といっても、月経トラブルがあっても婦

人科を受診しない女性アスリートに向けて、背

中を押すサポートをしてもらいたいとのことで

した。

国スポに出場する女性アスリートに対して、

県はどのような支援を行っているのか、宮崎国

スポ・障スポ局長にお伺いします。

県○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

では、過去の国体において、女子の総合成績が

低迷したことをきっかけに、競技力の高い選手

への支援に加え、女性アスリートに特化した事

業にも取り組んでまいりました。

現在は、女性アスリート強化戦略プロジェク

ト事業として、国スポで入賞間際の次世代を担

う選手の遠征費等への支援や、大会等への保育

士等の派遣による育児と競技の両立のための環

境整備に取り組んでおります。これらの継続し

た取組により、近年の女子の総合成績は徐々に

向上しております。

しかしながら、女性アスリートの競技力向上

におきましては、無月経などの女性特有の解決

すべき課題も多いことから、引き続き、選手に

寄り添った支援に努めてまいります。

女性アスリートのサポート○脇谷のりこ議員

には、相談しやすい女性の専門スタッフが必要

です。女性アスリートの声を反映させるために

も、女性の専門職を多く育成し、支援していた

だくよう、よろしくお願いします。

続いて、地域公共交通についてです。

今、インバウンドの旅行者が宮崎に来られた

ときに、空港や駅でタクシー配車アプリのウー

バーやＧＯが使えないというクレームがあると

お聞きしました。私も海外や東京などへ行った

ときは、どちらかを使っています。とても簡単

で、しかも安心なのですが、県内では使えない

のでしょうか。

県内におけるタクシー配車アプリの普及状況

と普及に向けた問題点について、総合政策部長

にお伺いします。

現在、県タ○総合政策部長（重黒木 清君）

クシー協会に加盟しているタクシー事業者33社

のうち、配車アプリを導入している事業者は５

社であり、サービス提供エリアは、宮崎市、東

諸県郡及び児湯郡のみとなっております。

また、事業者により導入している配車アプリ

の種類が異なっている中、利用可能な車両台数

が少ないものもあることから、利用する時間帯

や配車アプリによりましては、マッチングしづ

らい状況が発生しているものと考えられます。

事業者からは、サービスの導入や維持に係る
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費用負担が大きいなどといった声を伺ってお

り、導入に向けた課題となっているところであ

ります。

できましたら、配車アプリ○脇谷のりこ議員

の導入に向けて、何らかの支援をお願いできる

と、青島地区への旅行者からも喜ばれるのでは

ないかと思います。

タクシー運転士不足については、以前から言

われていることですが、タクシー運転士確保の

ために県が行っている普通二種免許取得支援に

ついて、その実績と事業者の反応を総合政策部

長にお伺いします。

県では、不○総合政策部長（重黒木 清君）

足するタクシー運転士を確保するため、昨年度

から、県タクシー協会を通じ、タクシー事業者

に対しまして、二種免許取得に要する教習費用

を支援しており、昨年度は、12事業者、36名に

補助したところであります。

また、補助の条件として、対象者に補助額以

上の一時金等を支給することとし、新規就業者

の待遇改善を図っていることから、事業者から

は、採用につながるものとして高い評価をいた

だいております。

県としましては、このような取組により、引

き続き、タクシー運転士の確保を後押ししてま

いります。

よろしくお願いします。○脇谷のりこ議員

先日、ＡＩデマンドバス「宮交のるーと」に

乗ってきました。「のるーと」は今、全国20か

所以上で展開されているオンデマンドバスサー

ビスで、宮崎市内の路線バスが大幅に減便に

なったので、宮交バスさんが導入してくださっ

てよかったです。

「のるーと」のアプリをスマートフォンにダ

ウンロードして登録しておくだけで、すぐに予

約ができますし、もちろん電話での予約もオー

ケーです。コミュニティーバスは、前日までに

予約しなければならないなどの制約があり、そ

の点がネックだったのですが、この「宮交の

るーと」は、１時間半間隔で走る小型バスに予

約すれば、ＡＩがルートを変更し、タイミング

よくすぐ乗車することができます。

このＡＩデマンドバス「宮交のるーと」の目

的と実績について、総合政策部長にお伺いしま

す。

従来の路線○総合政策部長（重黒木 清君）

バスが、決められたルートとダイヤで中型や大

型の車両により運行されるのに対しまして、

「宮交のるーと」は、予約状況に応じ、ＡＩが

判断した最適なルートを小型車両で運行する輸

送サービスであり、利用者の利便性向上や運行

の効率化を図るため、実証実験を行っているも

のであります。

利用実績につきましては、運行を開始した今

年３月は152名でしたが、その後、徐々に増加

し、直近の10月は830名と、当初の約5.5倍の利

用となっております。

また、小型車両の運転には大型二種免許が不

要でありますことから、「宮交のるーと」は、

全国的な課題である路線バスの運転士不足対策

にもつながる取組であり、県では実証エリアの

拡大を図ってまいります。

これからの時代は、地域公○脇谷のりこ議員

共交通を定期で走る電車や車ではなく、ニーズ

に合った時間と交通手段になっていくのではな

いかと思います。

地域公共交通の維持に向けた知事の思いと今

後の取組についてお伺いします。

バスやタクシーなどの○知事（河野俊嗣君）

地域公共交通は、通勤・通学・通院など県民生
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活に欠かせない移動手段として、大きな役割を

果たしているものと認識しております。

一方で、人口減少や少子化の進行による利用

者の減少、深刻化する運転士不足等により、地

域公共交通を取り巻く環境は大変厳しい状況で

あり、その維持は非常に大きな課題であると認

識しております。

私自身、比較的バスやタクシーに乗るほうだ

と考えておりますが、特にタクシーに乗ったと

き、コロナの真っ最中、運転士不足の問題、ま

た利用減の問題、いろいろ話を伺いましたし、

その後、なかなか運転士が戻ってこないという

ような状況、先ほどの免許取得支援の話など、

いろいろ実態を伺っているところであります。

厳しい状況を踏まえ、県では、バスの運行

ルートの見直しや車両の小型化などに取り組

み、地域の実情に応じた持続可能な路線網の構

築を図っているところであります。

また、ＡＩデマンドシステムやＭａａＳ等の

デジタル技術の積極的な活用による利便性向上

や運行の効率化、運行の基盤となる運転士の確

保、県バス利用促進協議会における利用促進等

にも引き続き取り組んでまいります。

地域公共交通は、地域の経済・社会活動を支

える重要な基盤でありますので、県民の皆様が

安心して地域で暮らしていけるよう、地域公共

交通の維持を図ってまいります。

今おっしゃった、デジタル○脇谷のりこ議員

の技術を活用した地方創生について、最後の質

問です。

現在、地方は、人口減少や少子高齢化、産業

空洞化など、様々な社会課題に直面していま

す。そのため、デジタルを活用し、地域の課題

解決や魅力向上の実現に向けて、意欲ある地域

による自主的な取組を応援するため、国が交付

金により支援するのがデジタル田園都市国家構

想交付金です。

この交付金には４つのタイプがあり、その中

のデジタル実装タイプは、デジタル技術を活用

した遠隔医療や教育、防災、地域アプリなど、

地方の活性化や行政・公的サービスの高度化・

効率化を推進するための必要な経費を支援する

ものです。

国が地方創生のために交付しているデジタル

田園都市国家構想交付金のうち、県におけるデ

ジタル実装タイプの活用状況と主な事業につい

て、総合政策部長にお伺いします。

デジタル田○総合政策部長（重黒木 清君）

園都市国家構想交付金のうち、県におけるデジ

タル実装タイプの活用状況につきましては、令

和４年度からの３年間で、10件、約４億9,000万

円の事業が採択され、農業や防災、教育などの

分野でデジタル化の取組を進めているところで

あります。

主な事業といたしましては、農家間での栽培

データの共有化による生産性の向上や、県の公

式ＬＩＮＥを活用した防災情報等の提供、県立

図書館での電子書籍の貸出しサービスの構築な

どに取り組んでいるところであります。

引き続き、国の交付金等を活用しながら、デ

ジタル技術の導入による産業の高度化や県民

サービスの向上に取り組んでまいります。

冒頭、農業分野での女性の○脇谷のりこ議員

活躍について質問しましたが、人口減少社会の

到来で、各分野での担い手不足が深刻となる

中、デジタル技術の進展によって、女性や高齢

者等の活躍の場が広がっているのも事実だと

思っています。

地域課題の解決や宮崎の魅力向上を図ってい

くためには、デジタルの力を活用することが大
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変重要だと考えますが、最後に知事の考えをお

伺いします。

人口減少や少子高齢化○知事（河野俊嗣君）

が急速に進む中、地域や産業の担い手不足は深

刻な状況であります。デジタル技術を活用し、

地域の課題解決や魅力の向上を図ることは、大

変重要であると認識しております。

そこで県では、令和３年度に宮崎県情報化推

進計画を策定し、行政や暮らし、地域産業な

ど、県民生活に関わる様々な分野で、官民一体

となってデジタル化に取り組んでまいりまし

た。

このような中、デジタル技術の急速な発展等

に対応するため、現在、計画の改定に向けた作

業を進めておりまして、さらなる行政サービス

の効率化や生産性の向上等に取り組むととも

に、新たにデジタル人材の育成・確保を重点的

に進めることとしております。

デジタル技術の進展により、農業分野をはじ

め、女性や高齢者等の活躍の場が広がってきて

いる、そのような面もあろうかと思います。宮

崎の特性を生かした新たなビジネスモデルの創

出にもつながるものと考えておりますので、今

後とも、県民誰もが輝き、安全・安心で豊かさ

を実感できるデジタル社会の実現に取り組んで

まいります。

私の今回の一般質問では、○脇谷のりこ議員

遠隔医療から介護ロボット、ＡＩデマンドバス

などの配車アプリなどを取り上げました。デジ

タルの力は、これからの地域の課題解決には必

要不可欠なものです。多くの地方自治体が、こ

の交付金を使って様々な事業を展開されていま

すので、宮崎県も負けずに魅力的な事業を申請

して、多く採択してもらいたいと思います。

デジタルの力を活用して、さらなる地方創生

へ期待して、私の一般質問を終わります。あり

がとうございました。（拍手）

次は、山口俊樹議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○山口俊樹議員

んにちは。自民党の宮崎市選出、山口俊樹でご

ざいます。月末のお忙しい中、傍聴にお越しい

ただきました方々、そしてネットで御覧いただ

いている方々、お時間を割いていただいてあり

がとうございます。今日は、ちょっと小さいで

すけれども、宮崎市制100周年のキャラクターで

ある「みやねこ」のバッジもつけて登壇させて

いただきました。

今日は、公共施設等の活用、財政・業務効率

化、運転免許・交通、そして子育て環境につい

て質問させていただきます。分野が多岐にわた

りますので、少々分かりにくいところもあるか

もしれませんが、御容赦ください。

ちなみに、本日は11月29日、「いい肉の日」

でございます。県民の皆様には、こうした機会

にぜひ宮崎のおいしいお肉を食べていただきた

いなと思います。私もすがすがしい気持ちでお

肉を食べたいなと思っておりますので、気持ち

のよい、前向きな答弁をぜひ当局からいただけ

ることを期待して、早速質問に入らせていただ

きます。

最初に、公共施設等の活用について、様々な

施設のことを伺ってまいります。

まず、県総合運動公園やサンマリンスタジア

ムについてでございます。

９月上旬に、アイドルグループがひなたフェ

スを行いました。私もチケットを買って、公共

交通で伺って、熱量とか今後の可能性というも

のを肌で感じたところでございます。

宮崎大学の土屋有准教授によると、経済波及

効果は約29億円にもなるとのことのようですけ
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れども、宮崎県としては、ひなたフェスの経済

効果等をどのように捉えているのかを伺いま

す。

また、次年度以降の音楽や、それに類似する

イベントの予定があるのか、さらに、今回を踏

まえて、今後の利活用についてどのように考え

ているのかを、知事に伺います。

以上、壇上からの質問といたします。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

このひなたフェスは、９月７日、８日に開催

されたところでありますが、全国から多くの日

向坂46のファンの来県がございました。これ

は、この時期が、ちょうど８月の日向灘沖の地

震によりホテル宿泊等のキャンセルが続発し

た、さらにはその後、台風第10号で被害を受け

たという大変厳しい状況の中で、復旧・復興に

向けて、大いに元気もいただき、それから地域

経済への活性化効果も大きかったものと考えて

おります。

御指摘のとおり、ひなたフェスの経済効果に

つきましては、宮崎大学とひなたフェス主催者

が合同で調査した結果、29億900万円ということ

であります。県全域にわたっての宿泊、また周

遊等も行われたということで、その経済効果は

大変大きく、地域経済の再生を図っていく後押

しになったものと、大変ありがたく思っており

ます。

イベント会場となりました県総合運動公園に

おきましては、現時点でひなたフェスに続く音

楽イベント等の具体的な予定が立っているわけ

ではありませんが、これまで全国規模の大会や

プロスポーツキャンプの受入れ施設として実績

を積んできたことを踏まえ、スポーツの拠点施

設としての魅力をさらに高めながら、今回の経

験を生かして、施設の有効活用という観点か

ら、音楽ライブをはじめとする各種イベントな

ど、幅広いニーズに対応できるよう取り組んで

まいります。以上であります。〔降壇〕

ひなたフェスは地域経済の後○山口俊樹議員

押しになったと評価していて、今後の施設利用

については、スポーツに限らず、幅広くやって

いきたいと考えているということでございまし

た。

ただ、施設の活用については、来年度以降の

具体的な活用は未定ということでございます。

コンテンツは別にしても、うまくいったと地元

の意識があるうちに何かしらを継続していかな

ければいけないかなと思っておりますし、とは

いえ、まだ実績は１回でございますので、民間

の提案を待っているだけではなかなか難しいの

かなとも感じているところです。

県として、県有スポーツ施設を活用したひな

たフェスのようなイベント開催に向けて、働き

かけを行っていくべきだと思いますけれども、

知事の考えを伺います。

ひなたフェスを振り返○知事（河野俊嗣君）

りますと、「ひなた」のフレーズで接点がある

日向坂46が、５年前にサンマリンスタジアムで

テレビ番組のロケを行った。私もそこに参加い

たしましたが、それがきっかけとなりました。

その後、当グループとの絆を深めていく中で、

ぜひこの原点であるサンマリンスタジアムでラ

イブがしたいと、そういう熱い要望に応え、こ

れまで天然芝ということでイベントはできませ

んでしたが、専門業者の指導も入れながら、何

とか工夫を凝らし、関係者が力を合わせて開催

に至ったものであります。

その経験というものを今後に生かしていきた
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いと、そのように考えておりますし、初めて音

楽イベントとして開催されたひなたフェスは、

当グループとのタイアップ企画等によりまし

て、多くのファンが県内を周遊するなど、観光

振興にもつながりました。県有スポーツ施設の

有効活用として新たな可能性を感じたところで

あります。

県としましては、次回のひなたフェス開催に

つなげるため、例えば、東京でこのグループの

ライブが行われる来月には、ひなたフェスで制

作した市町村ＰＲのぼりを新宿ＫＯＮＮＥに展

示するなど、関係をさらに深めてまいりたい、

そのようにも考えております。

また、ひなたフェス以外のイベント開催につ

いても、これから検討してまいりたいと考えて

おります。例えば今回、国スポが行われました

佐賀では、ＳＡＧＡサンライズパークというこ

とで、スポーツ施設を集約し、そこで様々なイ

ベントを行っておりますし、同様な展開が長崎

スタジアムシティでも行われておるところであ

ります。こうした事例なども十分参考にしなが

ら、またイベント企画会社へのニーズ調査も行

いながら、しっかりと取り組んでまいります。

ひなたフェスについては、そ○山口俊樹議員

の御縁を大切に、当該グループのコンサート等

に合わせて、新宿などでもいろんな新たな取組

を行うと。その他のイベントについても、企画

会社などへの情報収集をしていきますよという

ことでした。

今回の件を通じて、県民の皆様は、様々なコ

ンテンツが宮崎で見られる、楽しめる、そして

県としても経済効果が得られる大きな可能性が

見えてきたというふうに思っております。ぜひ

県としても積極的な取組を期待しております。

続いて、宮崎港について触れます。

私は、これまで宮崎港の分譲地の問題などを

取り上げてまいりましたが、今回は宮崎港の整

備計画について質問いたします。

宮崎港の整備については、宮崎港港湾計画と

いうものが実はありまして、調べてみると、策

定からかなり時間が経過していたり、進捗管理

がうまくできていないのではないかという疑念

が出てきたところです。

そこで、宮崎港港湾計画の概要と現在の整備

状況について、県土整備部長に伺います。

宮崎港港湾計○県土整備部長（桑畑正仁君）

画は、南九州の物流拠点を目指し、開発や保全

等の方針と、施設の規模や配置などを定めたも

のです。

港湾計画は、時代のニーズに合わせて見直し

ており、昭和48年の策定時の計画では、農産物

の海上輸送や観光需要の増大を見据え、現在の

西地区にカーフェリー岸壁等を位置づけ、昭

和63年の改定では、輸送形態の変化や海洋性レ

クリエーション需要に対応するため、東地区の

岸壁やマリーナなどを追加し、整備を進めてま

いりました。

現在は、平成15年の計画に基づき、国内物流

機能の強化やアジアとの貿易に向け、航路を維

持するための防砂堤の整備や船舶の大型化に対

応するためのしゅんせつに加え、南防波堤の改

良に取り組んでおります。

スタートは昭和48年、そして○山口俊樹議員

改定が昭和63年と平成15年ということで、平

成15年に改定された計画を今も動かしています

よということでございます。20年ぐらい前かな

と思いますが、ちなみに、答弁では触れていま

せんけれども、計画上では、目標年次は平成20

年代後半という記載もございます。答弁にあっ

たように、県も動いていらっしゃるとは思いま
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すが、計画の進捗とか、どうやっていくのかを

県民とか議会にしっかり伝えていかないと、20

年近く動きがない、放置されているんじゃない

かというふうに見えてしまうかなと感じます。

この港湾計画は、幾つかのエリアに分けて整

備の考え方があるようなんですけれども、今回

は、特に宮崎港東地区、これまで取り上げてき

た分譲地などがあるエリアに注目して進捗確認

を行います。

計画策定、目標年度からかなり年月がたって

います。宮崎港東地区の整備に今後どのように

取り組んでいくのか、県土整備部長に伺いま

す。

宮崎港におい○県土整備部長（桑畑正仁君）

ては、近年、原木の取扱量が増加傾向で、令和

６年は過去最大となる見込みであり、そのほと

んどを東地区で取り扱っております。このた

め、原木取扱量の増加に伴い、現在、埠頭用地

約1.7ヘクタールの拡張工事を進めているところ

であり、さらなる増加が見込まれることから、

岸壁整備の必要性も高まっております。

今後は、新たな取組として、岸壁等の利用状

況とニーズを調査し、物流や企業の動きをデー

タ化し、分析した結果を用いて、施設利用の効

率化や効果的なポートセールス活動等に生かす

ことで貨物の増加につなげ、未整備の第14岸壁

をはじめ、東地区のさらなる整備に取り組んで

まいります。

現在進んでいる拡張工事も○山口俊樹議員

あって、さらに整備を進められるように、新た

な取組として、ニーズ調査とかデータ分析を

やっていきますということでございます。

国への働きかけが必要な事業だと思いますけ

れども、いつかやれたらいいなということでは

なくて、早期に必ず実現するんだという姿勢で

努力をお願いしたいなと思いますし、何年にも

わたって進捗が曖昧なままというのはちょっと

看過できないなと思っておりますので、今後の

進捗とか取組についても、しっかりと追わせて

いただきたいというふうに思います。

続いて、県の総合博物館についてでございま

す。

企画展などの御案内もいただきますので、伺

うこともあるんですけれども、博物館本体、さ

らには近隣にある文化財の民家が展示されてい

る民家園など、特に歳入とか施設経営という面

から、まだまだ施設として伸び代があるんじゃ

ないかなと感じているところです。

まず、前提を確認しますが、宮崎県には県総

合博物館単独の経営計画は存在するのでしょう

か、教育長に伺います。

県総合博物館は、○教育長（黒木淳一郎君）

資料の収集・保存、調査研究及び教育普及活動

等を展開し、本県の自然や歴史に関する様々な

体験や学習の機会を広く県民に提供することを

目的とした、公の社会教育施設であります。

このような公益性の高い施設であるため、収

益を目的とした経営計画はございませんが、５

年ごとに運営の指針である中期運営ビジョンを

策定し、展示計画や入館者数、外部運営資金の

獲得など、あらゆる観点から目標となる指標を

定めて運営しております。

中期運営ビジョンというもの○山口俊樹議員

があるということでございます。私もこちらを

確認させていただきましたが、今年度が更新年

度ですね。確かに入館者数とか目標などを定め

てあるんですけれども、それが施設運営のコス

トとかとどう関係しているのか、そもそも運営

にどれぐらいお金がかかっているのかというの

がなかなか見えづらいといいますか、計画には
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載っていない、経営に関する部分が薄いかなと

感じたところです。

私は、教育施設だから収入を得る必要はない

というふうには思っておりません。どんな施設

であっても、様々な手法や工夫で少しでも歳入

確保の努力をすることが求められていると感じ

ています。

そこで、民家園の利用状況及び民家園も含め

た県総合博物館の今後の歳入確保策について、

お考えを教育長に伺います。

民家園は、イベン○教育長（黒木淳一郎君）

トでの活用のほか、貸出しも行っておりまし

て、昨年度の有料利用は８件でございました。

歳入は、各種団体の助成金のほか、今年度新

たに国の交付金を活用してデジタルミュージア

ム構築事業に取り組むなど、その確保に努めて

おります。その他、夏の特別展は、民間企業等

と実行委員会を組織して開催し、観覧料の一部

が県の歳入となっております。

そのような中、令和４年度に博物館法が改正

され、新たな役割として、地域活力の向上への

寄与が明記されました。また、この夏の特別展

では、日向灘の生き物やデジタル展示が人気を

集めました。

これらを踏まえ、今後は、県内の観光や産

業、文化資源をより積極的に発信し、地域活性

化や観光振興への貢献に一層注力するととも

に、博物館の維持・運営の視点に立った歳入確

保策も研究してまいります。

今までも、有料利用であった○山口俊樹議員

り国の交付金などの活用もされていて、取組は

しっかりしていますと。そんな中、博物館法の

改正もあって、地域への貢献とともに、今後は

歳入確保についても研究していきますよという

御答弁でございました。

例えば、単純に入館料を見直すとか、駐車場

を時期によって有料化する、文化財管理のノウ

ハウとかを生かして、民間の皆さんの絵画とか

を有料で保管するとか、新しいサービスも考え

られるのかなと私自身は感じているところで

す。答弁を伺っていると、教育長も同じ方向を

向いていただいていると思いますが、将来的に

文化とか施設を充実させていくためにも、自ら

歳入を得る努力というのは大事だと思っており

ますので、しっかり取り組んでいただきたいと

いうふうに思っております。

中期運営ビジョンについては、更新作業がか

なり進んでいると思いますけれども、可能なら

ば、今回の質問を受け止めていただいて、運営

のコストに関する明確化とか、歳入アップへの

取組に触れるとか、目標の記載の見直しとか、

できるところをもう一度、更新作業をちょっと

見直していただけないかというところを取り組

んでいただきたいと思います。５年に一度の更

新でございます。博物館の運営が時代に取り残

されないように、新しい視点も踏まえた更新を

期待しております。

続いて、個別施設計画について触れます。

個別施設計画は、一つ一つの施設の維持管理

とか改修について定めたもので、施設の長寿命

化とか、今後の在り方を検討する上で大切なも

のだと私は思っています。宮崎県でも各施設で

個別施設計画が策定されているようですけれど

も、実はほとんど公表されておりません。計画

の進捗を確認したり、施設の今後を議論するた

めにも公表していただきたいと私は思っており

ます。

そこで、個別施設計画の公表についての検討

状況と計画の進捗管理はどのように行っている

のか、総務部長に伺います。
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個別施設計画のう○総務部長（吉村達也君）

ち、建物系施設につきましては、計画を所管す

る各課と、現在、公表の在り方等について協議

を行っているところであり、今後、他県の状況

も参考に鋭意検討してまいります。

次に、県計画の進捗管理についてでありま

す。総務部が所管する行政系施設及び職員宿舎

については、財産総合管理課において、施設の

保全工事や用途廃止等の状況を毎年調査し、確

認しております。また、総務部以外の建物系施

設の計画については、各所管課で進捗管理を

行っており、それらの状況は、庁内関係課で構

成する公有財産調整委員会等を通じて共有して

いるところであります。

公表については、在り方も含○山口俊樹議員

めて鋭意検討を進めているということで、前向

きな答弁をいただいたと思っております。ま

た、進捗自体は、建物系施設については各所管

課でそれぞれしていて、情報共有は庁内の会議

で行っていますよと。

建物系施設とインフラ系施設というのが実は

あって、インフラ系は県土整備部が担当になっ

ているんですかね。それはそれとして別途ある

ようですので、今回はあくまで総務部所管のと

ころについて触れていきたいと思います。

進捗管理については、各課で行っているよう

ですけれども、私、議員の立場でいろいろ話を

聞くと、各担当課で計画の取組とか責任の捉え

方にちょっと違いがあるなと感じることがあり

ます。この個別施設計画には、上位計画、個別

施設計画を全部まとめたものがあって、それが

公共施設等総合管理計画というものでありま

す。その計画が総務部の所管だと私は認識して

いるところです。

そこで、個別施設計画の進捗管理の責任の所

在をより明確化して着実に計画を進めるために

も、上位計画の公共施設等総合管理計画を所管

する総務部が、各個別施設計画の進捗管理も主

体となって行うべきではないかと考えますが、

総務部長の見解を伺います。

公共施設等総合管○総務部長（吉村達也君）

理計画は、公共施設等の保有・運営・維持の最

適化を図るための基本的な方針を定めた全体計

画であり、基本方針に基づき、各施設の所管課

が今後の施設の方向性を示す個別施設計画を策

定し、建物の修繕・改修等に計画的に取り組む

こととしております。

総合管理計画を所管し、予算を管理する総務

部と個別施設計画の所管課が連携して適切に進

捗管理を行うことにより、将来に向けた計画的

な施設整備につながるものと考えておりますの

で、総務部が中心となって、公有財産調整委員

会等の機能を強化しながら、各個別施設計画の

推進を図ってまいります。

既存の進捗管理の会議体であ○山口俊樹議員

る公有財産調整委員会などの機能を強化します

ということでございました。総務部が中心と

なってという言葉もいただきましたので、向い

ている方向は同じかなと思います。しっかりと

した計画の推進をお願いいたします。

続いて、財政、業務効率化について伺いま

す。

まず、今議会でも坂口議員をはじめ多くの方

が取り上げている、いわゆる103万円の壁に関し

て伺います。

河野知事は、知事会などを通して、国に様々

意見を伝えているようですけれども、その様子

を見ていると、103万円の壁の撤廃には反対なの

かなと、知事会は抵抗しているのかなと捉えら

れるように映ります。実際に先日、私もある懇
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親会で「知事は反対なのか」というふうに聞か

れました。「そんなことないと思いますよ」と

は言っておきましたけれども、このように、き

ちんとした立場とか思いが伝わらないと誤解が

生じてしまう気もしますので、お伺いします。

いわゆる103万円の壁に係る基礎控除の見直し

について、知事の立場、見解を伺います。

所得税等の基礎控除額○知事（河野俊嗣君）

の引上げにつきましては、先日の全国知事会で

も活発な意見交換がありました。御指摘があり

ましたように、私としては、決して反対の立場

ではなく、継続した物価高や賃上げの動き、ま

た多くの産業で人手不足が顕著となっている昨

今の社会情勢において、雇用や所得環境の改善

のため、将来のあるべき議論をすることは大変

意義があることと考えております。

長年にわたり、懸案として議論、課題として

提示されていましたが、それを改めて世論喚起

をする、大変意義があったものと考えておりま

す。また、このようなスタンスは、全国知事会

でも同様でございます。

一方、地方自治体の長としましては、福祉や

教育など欠かすことのできない行政サービスを

維持しつつ、人口減少対策や国土強靱化等の重

要施策に取り組んでいく責任がありますので、

大幅な減収の可能性のある減税という面、その

影響というものを見極める必要があるというこ

とと、さらには、所得税は約３割が交付税の原

資になっておりますので、所得減税が交付税の

減にもつながるというところも見極める必要が

ございますし、また、これがいつから見直しが

スタートするかということがありますが、地方

自治体においては、様々なシステム改修等の事

務負担という問題もございます。

さらには、非課税というものが様々な施策を

する上での基準となっておりますので、これが

動くことにより、例えば保育園に対する支援策

だとか、それに伴う自治体の負担増というもの

もありますので、様々な課題について、きめ細

かく見ていく必要があると。現在、行われてい

る議論の動向を注視し、地方行財政運営に影響

が生じないよう、政府・与党関係者に強く求め

ていく必要がある。また、税財政の委員長とし

て、その部分をしっかりと伝えているというと

ころが、先ほどのような受け止めにつながって

いるものと考えております。

この103万円の壁を含む年収の壁問題につきま

しては、基礎控除だけでなく、扶養控除など他

の控除制度の問題もありますし、社会保険

料、106万の壁、130万の壁、そういったものと

の調整ということもございます。国・地方の税

財政への影響など、整理すべき課題が多くあり

ます。多岐にわたる論点がございますので、将

来に向けて、しっかりと腰を据えた議論が必要

な社会的課題であると認識しております。

反対の立場ではないと。た○山口俊樹議員

だ、地方自治体を預かる立場として、国に言う

べきことをしっかり言っているんですよという

ことであろうと思います。県民に知事の考えが

誤解なく伝わるように、情報発信に努めていた

だければなと思うところです。

さて、ここ最近、手取りがかなり意識される

ようになりました。これまで平均収入とか時給

とか、そういった形で政策議論はあったかと思

いますが、手取り、可処分所得についてのデー

タは、あまり触れたことはありません。

そこで、宮崎のデータをちょっと確認したい

なと思っております。先にちょっとネタばらし

をしますと、実は可処分所得のデータはないと

いうふうに聞いておりまして、一定の仮定をし
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た上での試算という形になろうかと思います

が、それで構いませんので、県内在住、30代前

半、単身の男性サラリーマンの年間給与収入と

可処分所得について、平成15年、平成25年、令

和５年の額は幾らになるのか、総務部長に伺い

ます。

可処分所得とは、○総務部長（吉村達也君）

一般的に、年間給与収入から所得税、住民税及

び社会保険料を差し引いたものとされておりま

す。

議員御質問のモデルに相当する年間給与収入

のデータがありませんので、あくまでも、既婚

者のデータも含まれている厚生労働省の賃金構

造基本統計調査による給与及び賞与額等を年間

給与収入として可処分所得を試算しますと、平

成15年の年間給与収入が約381万円、可処分所得

が約315万円、平成25年の年間給与収入が約356

万円、可処分所得が約283万円、令和５年の年間

給与収入が約405万円、可処分所得が約319万円

となります。

かなり苦労して試算いただい○山口俊樹議員

たと聞いております。ありがとうございます。

あくまで試算という形なので、参考的な数字

として議論を進めていきますが、平均収入は伸

びているので、当然手取りも増えているのかな

と思ったところ、30歳の独身のサラリーマンの

方だと、20年前と昨年が一緒ぐらい、そして10

年前は、今より手元に残るお金が少なかったと

いうことです。10年前の30歳はまさに私の世代

になりますので、そうだったんだと、ちょっと

衝撃でございました。

一定の仮定条件を設定しての数字という前提

ですけれども、こうした可処分所得のデータは

今後大事にしていくべきだと思います。例え

ば、婚姻数が減っているのは収入が減っている

からじゃないかという想定がある際に、これま

では平均収入などをベースに見ていたけれど

も、可処分所得ではどうなのかという視点とか

ですね。平均収入よりも、より生活実態を捉え

やすい可能性が高いので、手取りが注目されて

いる今回を機に、政策議論においても可処分所

得を参照することもひとつ御検討いただきたい

なと思います。

続いて、歳入面から質問いたします。

次年度の予算編成方針が出されました。個人

的に「おっ」と思ったのが、６月に質問した施

設の使用料等についての記載でございます。前

年度は「原則として、前回改定から３年以上を

経過する使用料・手数料の見直し」となってい

ましたけれども、今回は「すべての使用料・手

数料の見直し」との記載になっておりまして、

聖域なく見直す姿勢が見てとれます。

令和７年度の当初予算編成に向けて、使用料

・手数料の見直しをどのように取り組んでいく

のか、総務部長に伺います。

県の施設の使用料○総務部長（吉村達也君）

や各種手続の手数料につきましては、受益者負

担の観点から、毎年度、全庁的に見直しに取り

組んでおります。

一方で、近年、賃上げや物価高を背景に、清

掃委託料、修繕費、光熱水費などの施設の管理

に要する経費が急激に増加するとともに、各種

許認可等を担う県職員の人件費も伸びてきてお

ります。

このため、令和７年度当初予算編成におい

て、特に賃上げ等が顕著なこの数年間、料金が

据え置かれているものを中心に、改めて重点的

な精査を行い、他自治体の同種の施設及び業務

における状況等も踏まえつつ、必要な見直しを

進めてまいります。
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施設運営に必要なコストを○山口俊樹議員

しっかり把握した上で、公共施設として受益者

などに負担をお願いするところは、しっかりと

定めていただければと思います。

続いて、歳入確保の一つである、ふるさと納

税について伺います。

宮崎の各自治体は非常に積極的に取り組んで

いて、宮崎市は今年度、100億の大台が見えてき

たようです。

現状を確認いたします。宮崎県のふるさと納

税の現状と、ふるさと納税に対する県の考え方

について、知事に伺います。

ふるさと納税制度は、○知事（河野俊嗣君）

ふるさとに対し貢献または応援したいという納

税者の思いを実現する観点から創設されたもの

であります。その積極的な活用により、地域に

対する関心や愛着を深め、交流人口の拡大等を

図ることで、地域活性化や人口減少対策に資す

ることを目的としております。

県としましても、その趣旨を踏まえ、運用し

ているところでありまして、その実績につきま

しては、令和５年度が対前年度比12％増の約１

億1,000万円となっており、マンゴーや牛肉、ウ

ナギなどの返礼品を中心に好評をいただいてお

ります。

ふるさと納税についても、本当に様々な論点

がございます。過度な返礼品競争に陥らないよ

う、節度を持って、今の制度の中で最大限税収

を上げる努力をすべきであるというのが基本的

な立場でありますが、一方で、制度に内在する

課題として、政令市においては、200億、300億

というオーダーでの減収につながっている。

このことをどう考えるかというところも問題

提起されているということはしっかり把握した

上で、私としましては、一人でも多くの皆様に

宮崎のファンになっていただき、県及び市町村

のふるさと納税の一層の活用を促進するため、

特産品や観光など、様々な魅力のさらなる磨き

上げやＰＲに取り組んでいるところでありま

す。

一応1.1億円ということでござ○山口俊樹議員

います。基礎自治体の邪魔をしないようにとい

う視点もあろうかと思いますが、ちょっと寂し

いかなと思っているところです。例えば、市町

村をまたがる旅行とかツアーなんかを返礼品に

できないかとか、基礎自治体単独ではできな

い、県だからできることがあるかなと思うんで

すね。財政が厳しいということであれば、少し

稼ぐ努力というのもしないといけないかなと

思っています。

これまでのふるさと納税の議論を振り返る

と、具体的な数値目標とか戦略とか、ちょっと

ないように見受けられるところです。これから

しっかりとやっていくために、ふるさと納税に

ついての数値目標とか戦略を定めて取り組んで

いく必要があるかと思いますが、知事の考えを

伺います。

本県のふるさと納税に○知事（河野俊嗣君）

つきましては、これまで、本県が強みを持つ食

を中心とする返礼品の開拓などに取り組んでき

たところであります。今年度は、より多くの方

に利用いただけるよう、本県への寄附を受け入

れるためのポータルサイトの追加や返礼品の拡

充に取り組んでいるところであります。

返礼品の選定に当たりましては、議員からも

御指摘ありましたように、県の取組というもの

は市町村を邪魔することになりかねない。同じ

ものが重なるわけでありますので、そこが奪い

合いになってはいけないというところで、これ

も非常に重要な観点でありまして、県において
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は、市町村の枠を超えた県独自の県産品詰め合

わせ商品の開発などにも戦略的に取り組んでい

るところであります。

県としましては、今後、本県への観光誘客に

向けた宿泊・旅行型商品の導入など、食以外に

も魅力ある返礼品の充実を図ることとしており

まして、返礼品の数を、現在266でありますが、

例えば令和８年度末までに400とするような目標

を掲げながら、しっかりと取り組んでまいりま

す。

令和８年度末までに返礼品の○山口俊樹議員

数を266から400に増やすと。ふるさと納税につ

いての具体的な目標に、恐らく初めて言及いた

だいたのではないかなと思っております。ま

た、宿泊・旅行の商品導入にも触れていただき

ました。ぜひ令和８年度と言わず積極的に取り

組んでいただいて、国が認めている制度ですか

ら、しっかり枠の中で、いろんな議論があって

も活用していただきたいというふうに思ってお

ります。

この項目の最後に、業務効率化について伺い

ます。

行政のＤＸ化が言われておりますけれども、

宮崎市では、ＤＸ化を進めるために、ペーパー

レスを積極的に進めているそうです。全ての紙

を廃止するということではなくて、必要性など

で区分分けして、コピー機の印刷記録を見える

化、数値化して、ペーパーレスを意識づけする

取組をしていて、この１年で約40％近い削減率

となったようです。

業務効率化につながるＤＸ化とかデジタル化

を進めるためにという前提でございますけれど

も、その前提でペーパーレスを進めるとしたと

きに、宮崎県におけるペーパーレスの目標があ

るのか、またペーパーレスへの取組について、

総務部長に伺います。

県においても、業○総務部長（吉村達也君）

務の効率化や行政サービスの利便性向上を図る

ため、デジタル化を進めており、ペーパーレス

は、効果的・効率的にデジタル化を推進する上

で欠かせない取組と位置づけております。

このため、公文書のデジタル化やウェブ会議

の積極的な活用、各種行政手続のオンライン化

のほか、来年４月からは電子決裁機能を有する

文書管理システムを導入するなど、ペーパーレ

スの取組を順次進めております。

具体的な数値目標は設定しておりませんが、

今後もデジタル化の取組と並行して、先進自治

体の事例も参考にしながら着実に取り組んでま

いります。

具体的な数値は定めていない○山口俊樹議員

けれども、取り組みますということでございま

す。来年度には、庁内の決裁についても電子決

裁が拡充されるということですから、強力に進

めるにはいいタイミングじゃないかなと思いま

す。紙をなくすことが目的ではありません。実

際、私も今、紙を使って議論しておりますの

で、全ての紙をなくしてほしいということでは

なくて、デジタル化の第一歩、業務効率化の第

一歩に、ペーパーレスは欠かせないことだと思

いますので、目標や数値の見える化をして取組

を進めていただければと思います。

続いて、運転免許及び交通についてでござい

ます。

まず、運転免許について、来年の春からマイ

ナンバーカードと免許証を一体化させたマイナ

免許証の運用が開始される方針のようです。

本県における免許証とマイナンバーカードの

一体化の具体的な手続について、警察本部長に

伺います。
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マイナンバー○警察本部長（平居秀一君）

カードと運転免許証の一体化の手続につきまし

ては、現行の運転免許証の更新等の手続と同様

に、宮崎、都城、延岡の各運転免許センター及

び県内全警察署で行えるよう準備を進めており

ます。

具体的な手続でございますが、運転免許セン

ター等において、専用の機器を使用して、マイ

ナンバーカードのＩＣチップ内に運転免許証の

情報を書き込むことで完了し、免許更新時をは

じめ、いつでも一体化の申請を行うことができ

ます。この手続は、令和７年３月24日から全国

一斉に開始することとなっています。

全国と一緒に３月24日から、○山口俊樹議員

各警察署とか免許センターでいつでも対応でき

ますよということでございます。

マイナ免許証は任意なわけですけれども、大

きなメリットの一つとして、優良とか一般の方

は、オンラインで更新講習を受けることができ

て、免許センターでの手続をスムーズに進める

ことができるようになるということがあるよう

です。

そこで伺います。本県におけるオンライン講

習の受講要領について、警察本部長に伺いま

す。

オンライン講習○警察本部長（平居秀一君）

は、令和７年３月24日から受講可能で、マイナ

ンバーカードと運転免許証の一体化をしたマイ

ナ免許証を保有している方のみが受講できま

す。

受講要領は、スマートフォン等からマイナ

ポータルにログインし、マイナ免許証をかざし

た上で受講することになります。

こちらも３月末から対応可能○山口俊樹議員

ですと。ただ、マイナ免許証がないと受けられ

ませんよということでございますので、免許更

新の際にマイナ免許証に変えますという形にし

ても、オンライン講習のメリットは受けられな

いということになりますので、免許更新の前に

マイナ免許証にすることをお勧めしたいという

ふうに思います。

さて、今年の夏、私も免許の更新を迎えまし

て、免許センターに行ってまいりました。一応

優良ドライバーですので、そんなに長時間かか

ることはなかったんですけれども、更新の流れ

の中で、例えば講習までの待ち時間がちょっと

分かりづらかったり、免許発行の際に大勢の前

でフルネームを大声で呼ばれたりなど、いいん

ですけれども、より配慮があるとうれしいなと

いう場面が幾つかありました。

今回、マイナ免許証の関係で、免許センター

の運営なども変えなくてはいけないというとこ

ろがあると思いますので、ぜひこれを機会に検

討いただきたいですし、マイナ免許証そのもの

の利便性もありますから、推進していただきた

いというふうに思います。

そこで伺います。今後のマイナ免許証推進に

おける取組と、マイナ免許証導入を契機とした

免許事務における県民の利便性向上に向けた取

組について、警察本部長に伺います。

県警では、ホー○警察本部長（平居秀一君）

ムページへの掲載、ポスターの掲示やリーフ

レットの配布を行うとともに、市町村のマイナ

ンバーカード事務担当者に対し、制度の説明や

県民に対する周知促進に向けた協力要請を実施

するなど、関係機関と連携して、マイナンバー

カードと運転免許証の一体化の周知に取り組ん

でまいります。

また、一体化の手続を案内する職員の増員

や、利用者が分かりやすくスムーズに手続がで
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きるような動線の変更等の見直しを行い、県民

の利便性向上に努めてまいります。

マイナ免許証の周知に努めて○山口俊樹議員

いきますし、免許センターの動線なども検討し

ていきますよということです。数年に一度の更

新だからこそ、気持ちよく更新できる環境を整

えていただきたいと思います。

個人的には、市役所などのマイナンバーカー

ド発行の手続の流れでマイナ免許証もできたら

便利だなというふうに思いますので、セキュリ

ティーの課題がかなりあるようですけれども、

県警側から出張して窓口をつくるとか、これま

での枠にとらわれない取組も御検討いただけれ

ばと思います。

続いて、交通政策について２つ伺います。

まず、国内線の拡充についてでございます。

国際線は台湾便の就航など非常に力を入れて

いただいておりますけれども、身近な国内線も

より充実してほしいなと考えております。日本

のあらゆるところから宮崎に来ていただける環

境を整えるためにも意義があることだと思いま

す。

そこで伺います。国内線の拡充について、県

の取組状況を総合政策部長に伺います。

宮崎空港発○総合政策部長（重黒木 清君）

着の国内線は、現在７路線が運航されておりま

すが、さらなる地域間交流を促進するため、県

では、宮崎県交通・物流ネットワーク戦略に基

づき、新たな路線として、本県と連携協定を締

結している神戸や、かつて路線のあった広島な

ど、地方間路線の誘致を目指しております。

このため、空港ビルや就航地の自治体等と連

携し、航空会社への要望活動を行うとともに、

定期路線を見据え、チャーター便への支援を

行っているところであります。このような取組

により、昨年11月には広島とのチャーター便が

実現したところであり、本年度は２月の実施に

向け、協議を進めているところであります。

国内航空ネットワークは、大都市から遠隔地

にあり、高速交通網が脆弱な本県にとりまし

て、大変重要な交通基盤でありますので、今後

とも路線の維持・充実を図ってまいります。

今年更新された交通物流ネッ○山口俊樹議員

トワーク戦略で、国内線については、神戸と広

島がターゲットだということが明記されていま

す。そして、今回、答弁で初めて言及いただい

たんですけれども、来年２月の広島のチャー

ター便の実現に向けて協議中ということです。

広島カープとかのキャンプの時期とも重なりま

すので、宮崎、広島双方で話題となるように、

ぜひ実現していただきたいと思います。私も、

国際線に限らず国内にも目を向けて、一緒に要

望活動をしていきたいなと思います。

この項目、最後の質問です。新幹線について

でございます。

先日、坂口議員の質問で、東九州新幹線に関

する調査結果の概要などが明らかになりました

けれども、結局いつ宮崎としてルートに関する

意思決定をしていくのかというのがちょっと曖

昧だったかなと感じているところです。実現ま

で時間がかかるという知事の答弁もありました

けれども、国の動きに一定程度合わせて、県と

しても具体的な要望をしていく必要もあろうか

と思います。

そこで、今回の調査結果を受けて、具体的な

ルートなどを決定する意思があるのか、知事に

伺います。

新幹線整備は、全国新○知事（河野俊嗣君）

幹線鉄道整備法に基づいて、国が主導するプロ

ジェクトでありまして、具体的なルート等につ
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いては、国が主体的に判断するものとされてお

ります。

今回の調査は、昨年、国において、基本計画

路線について、従来より少し踏み込んだ表現で

ありますが、「地域の実情に応じた今後の方向

性を調査・検討する」と、そういう方針が示さ

れたことなどを踏まえ、県内における新幹線整

備に向けた機運醸成を図ることを目的に実施し

たものであります。期限を設定して各ルートの

優劣や実現性を判断し、特定のルートを選定し

ようとするものではありません。

県としましては、東九州新幹線の実現を目指

す基本方針に変わりはなく、新八代ルートも含

めた今回の調査結果を広く県民に共有し、議論

の活性化を図りながら、引き続き、国への要望

など、新幹線整備の実現に向けた取組を進めて

まいります。

あくまでルート設定は国なの○山口俊樹議員

で、今回の調査も、期限を決めてルートを決め

ることを目的にはしていませんよということで

ございます。今回の調査の取扱いの整理が改め

てできたのかなと感じています。要望活動な

ど、やれることをしっかりと協力してまいりた

いと思います。

続いて、子育て環境について伺います。

幾つかの分野を端的に伺っていきたいと思い

ます。

まず、共通テスト、私の時代はセンター試験

と呼んでいましたけれども、これについてでご

ざいます。

来年の１月の共通テストから「情報Ⅰ」、プ

ログラミングなどが科目として入って、しかも

それが多くの国立大学での受験には必須になっ

てきているということを皆様、御存じでしょう

か。これは科目が１つ増えるので、かなり大き

な変更ですよね。

そこで、宮崎県における共通テストの「情報

Ⅰ」に対するこれまでの取組と、テスト後の対

応について、教育長に伺います。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、令和７年度大学入学共通テストより「情報

Ⅰ」が新科目となり、プログラミングやデータ

の活用など、専門性の高い分野が出題されるこ

とを見据えて、これまで準備を重ねてまいりま

した。

具体的には、教科「情報」の担当の全教員を

対象に、スーパーティーチャーの授業公開や県

内エンジニアによるプログラミング講習などを

行うとともに、大学入学共通テストを想定した

学習用動画を作成し、県の学習支援ポータルサ

イトにて公開するなど、教員の指導力や生徒の

学力の向上を図る取組を行ってまいりました。

大学入学共通テスト後は、出題内容の分析と

ともに課題を明らかにし、教員のより一層の専

門性の向上と生徒の学力向上に取り組んでまい

ります。

これまで準備はしてきました○山口俊樹議員

よと。ただ、その結果というのは、今回のテス

トの結果を見ないと分からないので、分析し

て、課題がないか検証しますよということでご

ざいます。これまでの対応を検証することは、

とても大事なことですし、それを明言いただき

ましたので、結果を共有いただいて、今後の議

論を進めさせていただきたいと思います。

次に移ります。

今年の６月、私の質問で、学校における保護

者負担の軽減のために、学校指定品の見直しと

か教材の共有化について提案して、今まさにい

ろいろ動いていただいているようです。

その議論の中で気になったことが、そもそも
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学校に行く際、通わせる際の保護者の経済的負

担額を教育委員会は把握しているのかなという

ことでございます。授業料以外で幾らかかっ

て、それが高くなってるのか、それとも安く

なっているのか、こういったことをデータとし

て把握しているのかなということでございま

す。

今回は県立の高等学校に限定してお聞きした

いと思いますが、県立高校に通う生徒の教材費

等について、保護者の経済的負担の状況を把握

しているのか、教育長に伺います。

県立高校の教材費○教育長（黒木淳一郎君）

等につきましては、これまで、教育活動におけ

る必要性や安全性、保護者の経済的負担の軽減

等を考慮し、選定や見直しを行うよう、各学校

に依頼してきております。

また、見直しを検討するに当たって、教材等

のリユースや指定バッグ等を廃止するなどの具

体例を示し、取組を進めるよう、改めて本年７

月にも通知しております。さらに今年度は、そ

の取組や負担の状況等の調査を行い、速やかに

取りまとめる予定としており、その旨を校長会

等で直接説明したところであります。

保護者の経済的負担の状況を把握し、その軽

減につなげることは大事でありますので、今後

も教材費等の負担が過剰とならないよう、各学

校に働きかけてまいります。

負担軽減のために、６月の質○山口俊樹議員

問以降、早速動いていただいていることが分か

りました。感謝を申し上げたいと思います。

一方で、経済的負担の状況については、今年

度中に取りまとめる予定としているということ

で、私のほうでシンプルに言ってしまうと、今

までその調査はしていませんでしたと、今まさ

にやり始めていますよということであろうかと

思います。これは恐らく各学校の校長先生の裁

量とか権限にも関わってくるところもあって、

触れづらいところもあったのかなと思いますけ

れども、議論するための基礎データだと思いま

すので、将来的には過去との比較も含めて行え

るよう、調査の取りまとめをいただき、情報提

供をお願いしたいと思います。

続いて、これまでずっと取り上げてきました

ひとり親家庭医療費助成事業についてでござい

ます。

これまで、現在、県の補助対象外となってい

る子供医療費の入院以外の費用の現物給付化に

ついて、一部の市町村が自らの財源でひとり親

家庭のニーズに合わせて現物給付をしていると

いう現状があるので、ひとり親家庭の負担軽減

という目的が一緒ならば、県も現物給付化すべ

きじゃないかと主張してまいりました。これま

でなかなか厳しい答弁が続いていますけれど

も、知事も含めて、じっくりと検討いただいた

と聞いております。

そこで、ひとり親家庭医療費助成制度におけ

る、入院外に係る現物給付の補助対象化につい

て、検討の結果を知事に伺います。

生活に困窮するひとり○知事（河野俊嗣君）

親家庭に対する医療費助成制度は、ひとり親家

庭の生活の安定と福祉の向上を図る上で、大変

重要な制度であります。

外来受診時に窓口で補助相当額を差し引いて

支払う現物給付に県が補助することにつきまし

ては、他県や県内市町村の状況を調査し、検討

いたしました。その結果、実施には多額の財源

が必要となり、他の福祉サービスへの影響が懸

念される一方で、既に多くの市町村が独自の判

断で、全ての小中学生を対象とした現物給付化

を行っている現状等を考慮し、県としては、現
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状の制度を変更しないこととしたところであり

ます。

子供の健やかな育ちを守るため、全国一律の

医療費助成制度の創設の必要性について、これ

までも国に対し、みやざきの提案・要望をはじ

め、あらゆる場で要望してきております。

また、全国知事会においても、このテーマに

ついては、大変切実な声として、先日の総理官

邸での知事会でも提言がなされたところであり

ます。その実現を通じて、この課題の解決を

図ってまいりたいと考えております。

ここまでいろいろと話をし○山口俊樹議員

て、知事に結果を伺うという流れだと、私の主

張が通るんじゃないかという雰囲気を感じた方

も多いかと思いますけれども、結果としては制

度変更しませんということでございました。残

念ではあるんですけれども、今回、新たに必要

な予算面も含めて、知事もしっかり議論、考え

ていただいて結論を出したことで、次の段階に

進めるのかなと思います。諦めたわけではない

ですし、市町村にもこの結果を見ていただい

て、より深い議論ができればというふうに思っ

ているところです。

また、今回、改めて調査していただいて、新

たな課題も私としては見えてきたところです。

例えば、県のひとり親家庭への補助事業は、か

なりの額、子供ではなくて親のほうの医療費の

補助になっているということも分かりました。

もちろんひとり親家庭という意味では間違いで

はないんですけれども、制度のスタート時の趣

旨とか想定とのずれは生じていないかなという

ことを検証する必要はあるかなと思っておりま

す。

そこで、現物給付化に限らず、ひとり親家庭

医療費の制度設計は引き続き検討する必要性が

あるんじゃないかなと考えるところですけれど

も、県の考えを福祉保健部長に伺います。

ひとり親家○福祉保健部長（渡久山武志君）

庭に対しては、医療費助成のほかにも、児童扶

養手当による経済的支援や生活安定のための就

労支援など、様々な支援に取り組んでおりま

す。

そのうちの一つであるひとり親家庭に対する

医療費助成制度がどうあるべきかにつきまして

は、支援制度全体を俯瞰しながら、引き続き研

究していく必要があると考えております。

１分前に知事が制度変更しま○山口俊樹議員

せんと答弁したのを、すぐ制度変更を検討しま

すとは言えませんよね。ただ、制度全体を俯瞰

して研究しますということは、とても大事だと

思います。福祉事業の変更というのは勇気が要

ることだと思いますけれども、時代とか現状に

合わせていかないと、無尽蔵に予算が増えて

いってしまうんじゃないかなと懸念していま

す。社会的に必要な事業だからこそ、その必要

性を多くの方が納得する、理解できる説明が求

められているというふうに思います。

ひとり親家庭についての最後でございます。

全体的な制度の見直しについて言及しました

けれども、具体例を一つ挙げて確認したいと

思っております。窓口となっている基礎自治体

から話を聞くと、ＤＶ避難者がこの制度の対象

になっているのか不明確で、ちょっと運用に困

る場合があるとの声を聞きました。

そこで伺いますが、このひとり親家庭医療費

助成制度において、ＤＶ避難者を対象に加える

ことができないか、福祉保健部長に伺います。

本県のひと○福祉保健部長（渡久山武志君）

り親家庭医療費助成制度の対象者は、母子及び

父子並びに寡婦福祉法の対象者に準じておりま
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す。ＤＶ被害により避難されている方につきま

しては、国の通知に基づきまして、避難された

時点から１年以上その状態が継続すると見込ま

れる場合には、同法の対象として差し支えない

こととされております。

本県の制度におきましても、ＤＶ被害により

避難している方が対象に含まれることを、実施

主体である市町村に周知してまいります。

諸条件はあるものの、実は対○山口俊樹議員

象に入っていますよということでございます。

１年以上その状態が継続すると見込まれるとい

うのが、また現場の皆さんは判断が難しいかな

と思うんですけれども、私としては、基本的に

は対象に入れていくという姿勢で運用していた

だきたいなと思っているところです。

聞くところによると、これまで宮崎県が明確

にＤＶ避難者も対象ですよと周知したことはな

くて、今回の答弁に当たって、ほかの県の状況

とかをかなり遡って調べていただいたみたいで

す。ＤＶ避難者の方は、数が物すごく多いわけ

ではないと聞いておりますので、なかなか顕在

化しづらいところがあって、現場の基礎自治体

では判断に迷う例が一つ今回で明確になったの

かなと、よかったなと思っているところです。

引き続き、県には密に基礎自治体と連絡を取っ

ていただいて、実際の運用において困り事がな

いかなど、事業の改善に努めていただきたいと

思います。

続いて、養育費についてでございます。

私の周りにも払っている人、受け取っている

人、受け取っていない人、様々いまして、実態

が捉え切れない課題だなというふうに思ってい

ます。

そこで伺いますが、宮崎県における養育費の

受給率の現状と県の認識について、福祉保健部

長に伺います。

令和４年度○福祉保健部長（渡久山武志君）

のひとり親生活実態調査におきまして、本県で

は、ひとり親で養育費を受領している割合は27

％であります。

また、令和３年度に国が実施した全国ひとり

親世帯等調査におきましては、全国での養育費

受領率は26.4％となっております。

県としましては、養育費は家庭の様々な事情

により決まるものでありまして、受領率そのも

のを評価することは難しいと存じますが、希望

する全てのひとり親世帯が養育費を受け取れる

ことが重要であると考えております。

約３割の受領率というデータ○山口俊樹議員

があるようです。この基となっている調査は、

アンケート調査をベースにしていたり、調査の

タイミングも５年置きとか数年置きに行われて

いるもののようなんですね。ほかにタイムリー

に実態把握ができるものがないかなと考えてい

たんですけれども、児童扶養手当の申請データ

を活用できないかなというところを思いつきま

した。毎年申請データがありますので、かなり

タイムリーに状況把握ができるんじゃないかな

というふうに思います。

そこでお伺いいたしますが、養育費の実態に

ついて、これまで県が実施してきたアンケート

とは別に、県とか市が保有する児童扶養手当の

データを活用した調査ができないか、福祉保健

部長に伺います。

ひとり親の○福祉保健部長（渡久山武志君）

児童扶養手当の受給者は、毎年の現況届の際

に、養育費の受領状況を申告いたします。ま

た、児童扶養手当事務は、町村在住者は県、市

の在住者は市が担っております。一定の作業は

必要になりますけれども、県におけるデータを

- 150 -



令和６年11月29日(金)

用いて、町村在住者の養育費の受領状況を把握

することは可能でございます。

なお、現在、県で実施しておりますひとり親

世帯生活実態調査は、統計上、十分なサンプル

数であります約1,500世帯からの回答を基に取り

まとめておりまして、養育費の受領率や金額、

養育費に係る取決めの状況など、必要な情報は

得られております。

ありがとうございます。技術○山口俊樹議員

的には可能であるということでございます。県

としては、必要な情報を得られているというこ

とでございましたけれども、そこは、私として

は、もう少し詳細なデータであったり、タイム

リーなデータが欲しいなというふうに思ってお

りますので、ぜひやれる範囲で御協力をお願い

したいと思います。

ちなみに、宮崎市にもちょっと聞いてみたと

ころ、データの回収とかそういったものは、お

金がかかってくる可能性が高いということで、

やっぱり多少ハードルがあるんだなというふう

に思ったところです。このあたりについては、

今後しっかり議論していきたいなと思っており

ます。

養育費については、課題があるということは

何となくみんな分かっていても、具体的な解決

策まではなかなか行き着いていないという現状

があると思っています。議論とか政策立案のた

めにも、現状をしっかり把握することがまず大

事だと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

本日最後の質問でございます。

2026年度から実施される予定の「こども誰で

も通園制度」を御存じでしょうか。これは、親

の就労要件に限らず、一定時間の利用枠の範囲

で通園が可能という制度になっているんですけ

れども、現在、様々な自治体で導入に向けて試

験運用がなされています。ちょっと調べてみる

と、宮崎県は、数少ない試験運用をしていない

自治体となっているようです。

こども誰でも通園制度の本格施行に向けた県

内の状況と、それを踏まえた今後の県の取組に

ついて、福祉保健部長に伺います。

こども誰で○福祉保健部長（渡久山武志君）

も通園制度につきましては、今年８月30日現

在、全国の118の市区町村で試行的な事業が実施

されておりますが、本県を含む３県の市町村で

はまだ取り組まれておりません。

令和８年度から本制度を円滑に開始する上で

は、試行を通じて得られた様々なノウハウや課

題を県内で共有していくことが重要であると考

えております。

県といたしましては、これまでも市町村や保

育施設等を対象とした説明会の開催等を行って

きたところではありますが、今後は市町村とと

もに、保育施設等を個別に訪問し、さらに検討

を促してまいります。

47都道府県中44都道府県で○山口俊樹議員

は、何かしらの試験的事業が行われていますよ

ということでございます。今後、これまでの取

組に加えて、県も一緒に保育施設等に訪問して

いただくということでございました。ぜひノウ

ハウをためていただきたいと思いますし、2026

年度には導入が決まっていますから、スムーズ

に、混乱が起きずに開始できるように、基礎自

治体と一緒になって取組を進めていただきたい

というふうに思います。

本日も様々な分野を質問させていただきまし

た。新しい取組とか、これまでなかった視点で

の質問もしましたので、答弁がなかなか難しい

ものもあったかと思いますが、とても誠実に答
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えていただいたと思っております。

外部要因で財源が厳しくなるということもあ

ろうかと思いますけれども、県としても、歳入

を確保する努力をこれまで以上にしていただい

て、県民サービスの維持とともに、新たな取組

への原資としていただくことを期待いたしまし

て、私の質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○濵砂 守議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時52分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○野﨑幸士副議長

きます。

次は、下沖篤史議員。

〔登壇〕（拍手） お疲れさま○下沖篤史議員

です。宮崎県議会自由民主党の下沖篤史です。

傍聴に来ていただいた皆様、ネットで御視聴の

皆様、ありがとうございます。

先日、プレナスなでしこリーグ１部で優勝い

たしましたヴィアマテラスと県議会サッカー同

好会で交流戦を行いました。知事にも参加いた

だき、ありがとうございました。ヴィアマテラ

ス８人に対して、県議会チーム16人というすご

いハンデの下、激闘で知事のスパイクの底が剝

がれるアクシデントや、今村議員のシジマール

なみのセーブ、無得点王メッシこと日高博之議

員の活躍もあり、ヴィアマテラスの気遣いの

下、辛うじて勝利いたしました。翌日からの筋

肉痛に皆様も苦しまれたと思います。来年も参

加のほど、よろしくお願いいたします。

それでは、一般質問に入らせていただきま

す。

2022年２月に始まったロシアによるウクライ

ナ侵攻、2023年10月に発生したガザ地区の武装

勢力とイスラエル軍との交戦等の国際情勢の変

化や、2022年３月以降の円安の進行により、輸

入関連商品やエネルギー等の価格が上昇し、国

内の物価上昇が続き、消費者の生活防衛意識が

高まっています。

そのような中、牛肉の購入数量指数は、季節

変動もあるものの、2021年半ば以降、低下傾向

が顕著になっており、2022年の指数平均は86.3

と前年から7.5ポイント低下し、2023年は81.5と

さらに4.8ポイント低下し、家庭の牛肉購入数量

は大きく減少しています。

しかし、世界的な物価高や為替の影響によ

り、国産牛の需要量は、輸入牛肉との価格差が

縮小したことから、牛肉需要が輸入から国産へ

シフトする動きもあり、増加しています。

このように国内外の影響を受けやすい牛肉で

すが、県産牛肉の消費拡大に向け、県としてど

のように取り組まれているのか、知事にお伺い

いたします。

ほかの項目につきましては、質問席より行い

ます。

以上、壇上からの質問を終わります。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

牛肉消費の伸び悩みは、枝肉や子牛の価格低

迷につながり、肉用牛農家の経営に大きく影響

しておりますことから、出口対策として、消費

や販路を拡大していくことが大変重要であると

考えております。

このため、私自身も侍ジャパン等の合宿の機

会やダンロップフェニックストーナメントなど

の機会を捉え、宮崎牛を贈呈することにより、
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「おいしさ日本一宮崎牛」をＰＲするととも

に、アメリカにおけるトップセールスなども

行ったところであります。

今年のダンロップの表彰式では、アメリカの

マックス・マクグリービー選手が優勝しました

が、贈呈するときに宮崎牛について伺ってみた

ら、「この１週間、毎日食べていた。世界一の

牛肉だ」と、優勝者スピーチの中でも、宮崎牛

をはじめ、和食がとてもおいしかったとおっ

しゃっていただきました。今回、来日は２回目

という選手でありましたが、すごく高く評価い

ただいたなと手応えも感じたところでありま

す。

これらに加え、９月補正予算で措置しました

県内の宮崎牛指定店レストランで使用可能な割

引クーポンつきの「宮崎牛ガイドブック」の発

売を、今日11月29日、「いい肉の日」から開始

しましたほか、インバウンド需要を取り込むた

め、大都市圏におけるホテルコンシェルジュを

対象としたセミナーの開催も行っております。

さらには、ハラール対応工場が立地し、ハ

ラール認定も受けたところでありますので、８

月には、都内でハラール対応の和牛レストラン

を宮崎牛取扱指定店としたということもござい

ますし、新規市場であるイスラム圏域の輸出に

向けた現地でのプロモーションにも取り組むこ

ととしております。

引き続き、関係団体等と一体となって、国内

外における県産牛肉の消費拡大にしっかり取り

組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございます。○下沖篤史議員

こういうＰＲはずっと続けていくことが大事

ですし、どんどん広げていくのも大事だと思っ

ております。あと、「宮崎牛ガイドブック」、

本日から販売ですが、結構売り切れているとこ

ろもあって、買い占めている方もいらっしゃる

と聞いております。何冊も買われてる方を

ちょっとお見受けしましたので、御報告してお

きます。

本日、江藤大臣がメディアの中でも言われて

いましたが、中国への輸出に向けて頑張ってい

くということで、これは肥育農家さんやいろん

な販売の現場からも再開を望む声がたくさんあ

りますので、江藤大臣とともに、知事も一緒に

なって、中国への輸出再開に向けて頑張ってい

ただきたいと思います。

続きまして、株式会社日本政策金融公庫の消

費者動向調査をちょっと調べましたら、食肉、

卵、牛乳を購入する際、どのようなことに気を

遣っていますかと尋ねたところ、いずれの品目

においても、価格、鮮度については関心が一番

高いんですけれども、飼料やどのような環境で

飼育したかなど、生産段階での飼養環境につい

ては関心が低い傾向にありました。

価格、鮮度については、いずれの品目におい

ても「気にする」と回答した割合が９割と高い

結果となっておりました。国産かどうかについ

ては、「気にする」と回答した割合が７割、国

産のどこの産地かについては、いずれの品目に

おいても「気にする」と回答した割合は４割台

となっておりました。そして、牛肉について、

赤身の肉と霜降りの肉、どちらを購入するかと

尋ねたところ、「主に赤身の肉を購入する」と

した回答の割合が69.8％となっておりました。

このように牛肉のニーズの多様化が始まって

いると思いますけれども、県としてどのように

考えているか、農政水産部長にお伺いします。

これまで、輸○農政水産部長（殿所大明君）

入牛肉との差別化を図るため、国や自治体、生

産者、関係団体が一体となって、肉質に重点を
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置いた改良に取り組み、その成果として、世界

に誇る和牛ブランドを確立しました。

一方、近年は、脂肪交雑の少ない牛肉等を求

める声もあり、消費者ニーズも多様化している

と認識しております。

このため県では、消費者の視点に立った牛肉

生産を進めるため、味、香り、食感といった新

たな指標を含めた改良にも取り組んでおりま

す。

現在、国は、今後10年間の肉用牛生産に係る

基本方針の改訂作業を進めているところであ

り、それらの動向も注視しながら、今後の牛肉

生産の取組について、生産者や関係団体としっ

かり議論してまいります。

これをお聞きしたのが、熊本○下沖篤史議員

のあか牛、赤身を大切にしているところなんで

すけれども、そこの子牛価格がこちらの平均価

格を超えるぐらいの値段で今取引されていると

いう話も聞いた中で、やはりいろんな食のニー

ズが牛肉に関しても広がってきているのかなと

感じ、この質問をさせていただいたところであ

ります。

続きまして、中山間地域における放牧推進の

現状と課題なんですけれども、Ｇ７宮崎農業大

臣会合で採択された宮崎アクション等を踏ま

え、粗飼料自給率100％に向けた取組を加速し、

国際情勢の影響を受けにくい持続可能な畜産経

営への転換を図る、その実践メニューの中で、

放牧の取組を支援する中山間地域放牧推進事業

の取組状況について、農政水産部長にお伺いい

たします。

県では、海外○農政水産部長（殿所大明君）

資源への過度な依存からの転換を図るため、グ

リーン成長プロジェクトにおいて、畜産分野で

は、粗飼料自給率100％を目標として取り組んで

おります。その中で、飼料基盤の脆弱な中山間

地域においては、牧草等の粗飼料を確保できる

放牧を積極的に推進しております。

具体的には、現在、南那珂地域と西臼杵地域

において、放牧に取り組む畜産農家で構成する

協議会が、中山間地域放牧推進事業を活用し

て、放牧の普及啓発を図る研修会の開催や、放

牧地に設置する電気牧柵などの施設整備等を進

めており、県は、地域の関係機関と連携し、そ

の取組を支援しているところです。

飼料価格高騰と子牛価格の下○下沖篤史議員

落により、畜産農家の離農が相次いでおりま

す。このままでは本県の基幹産業である畜産業

の縮小が危惧されます。現状、全国の相場や世

界情勢を鑑みますと、子牛価格の上昇、飼料価

格の降下は難しい状況です。

畜産業の課題解決のために、農林水産省で

は、低コスト・省力化、耕作放棄地等の再生利

用等を推進するため、肉用牛や酪農の放牧の取

組を推進しております。また、山間地では、鳥

獣害対策に有効との報告もあります。

そこで、県内における放牧の取組状況と課題

について、農政水産部長にお伺いいたします。

令和５年度○農政水産部長（殿所大明君）

に、県内で放牧に取り組んでいる農家数は93戸

で、放牧頭数は約1,300頭、面積は297ヘクター

ルとなっております。

放牧は、飼料費等のコスト削減や飼養管理の

省力化、繁殖成績の向上など、農家経営の観点

からメリットが多いと考えております。

一方で、放牧を行うためには、家畜の頭数に

応じた一定の面積の放牧地や飲用水を確保し、

牧草地を造成する必要があり、また、急峻な地

形では、電気牧柵の設置等の管理作業が容易で

ないといった課題もあります。
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県としましては、今後とも、農家に対し、放

牧に係る施設整備等の支援や技術的な助言を行

い、放牧を推進してまいります。

私も放牧農家さんを２軒ほど○下沖篤史議員

訪問させていただきまして、その中で、かなり

新しい取組をされている農家さんもおりまし

た。関係機関と一緒に、新しい放牧に適してい

る牧草とか、様々な実験を繰り返して、放牧の

新しいやり方を見いだしたりする中で、40万円

で売れれば、うちらは全然10万円残るというよ

うな試算もできるぐらい技術的に確立している

方たちもいらっしゃいました。

そういう中で、やはりマニュアルがないか

ら、やりたくても一から自分で実証実験してい

くようなことは難しいので、できればそういう

農家さんのデータを積み上げて、いろいろ情報

を取り入れて早めにマニュアル化できると、

今、コストを含めて労力で困っている生産農家

さんとかが放牧に参入しやすいのかなと思いま

すので、そこら辺の研究もぜひやっていただき

たいと思います。

続きまして、のこくず（おが粉）の安定確保

と価格高騰対策です。

今年に入って、農家さんの方々と意見交換を

行いますと、飼料高騰に加え、家畜の敷材に使

いますおが粉の価格上昇や供給量が不安定化し

てると聞いているのですが、その現状につい

て、環境森林部長にお伺いいたします。

おが粉に○環境森林部長（長倉佐知子君）

は、低質な購入丸太などを原料に専用の機械で

生産するものと、製材工場で製材する際に、副

次的に生産されるものがあります。

このうち、購入丸太から生産するおが粉は、

原料価格の影響を受けやすく、原木輸出の増加

や木質バイオマス発電施設の稼働に伴い、原料

が値上がりしている状況にあると聞いておりま

す。

また、製材工場で副次的に生産されるおが粉

は、製材量の影響を受けやすく、近年の住宅着

工戸数の減少などにより、製材品の需要が減っ

ているため、減産している工場が多いことか

ら、おが粉の生産量も少なくなっているものと

推測されます。

このような状況が、おが粉の価格上昇や供給

量不足を招いているものと考えております。

おが粉は、畜産業にとって欠○下沖篤史議員

かせない資材であります。価格と供給の不安定

化は、畜産業の振興に大きく影響を及ぼしかね

ません。

様々な業界の意見を伺いますと、現在の価格

上昇、供給の不安定化の原因は、おが粉の供給

事業所のみならず、運送業、そして、それを使

う畜産業界の全ての問題が連動して、価格上昇

と不安定化を招いていると考えられます。

おが粉の価格安定化や必要量の確保に向け

て、製材事業者、運搬事業者、畜産事業者を集

めて、意見交換の場を持っていただけないかと

いう業界からの意見もありました。そこで、農

政水産部長にお伺いいたします。

おが粉は畜産○農政水産部長（殿所大明君）

農家で広く利用されておりますが、一部の地域

では、供給量の減少により価格が上昇し、畜産

経営に影響が出ていると認識しております。

このため県では、製材業者に対し、おが粉の

供給や価格の状況等の実態調査を行い、各農林

振興局、西臼杵支庁の相談窓口を通じて、畜産

農家へ入手方法に関する情報提供などを行って

おります。

今後は、県に加え、木材産業や畜産関係団体

が情報共有や意見交換を行う場を設け、おが粉
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の確保に向けた具体的な取組や連携方法につい

て協議してまいります。

畜産業は分業化ができてい○下沖篤史議員

て、その間での情報交換が結構できていない。

あちらに任せて、こちらに任せて、ちゃんと分

業できています。

けれども、関連業界との連携とか意見交換と

いう場所がなかなかないと業界の方たちも言わ

れていたので、できれば、そういう中で情報を

共有して、どこの部分に負担がかかっていて、

それをどう改善していけばいいのか、のこくず

が足りないから、高いからと農家さんに補助金

を出したところで、絶対価格は収まらないし、

どんどん上がっていく方向になると思いますか

ら、そこら辺は、関係団体を含めて、どこに問

題がある、どこをお互い改善すればコストを下

げられると、みんなが協力しないと価格上昇は

止まらないと思いますので、ぜひともそういう

場所をつくっていただきたいと思います。

次に、田んぼダムの取組状況と課題について

です。

近年、地球温暖化に伴う気候変動の影響によ

り、洪水などの水害が頻発・激甚化するととも

に、水害のリスクが増大、懸念されている中

で、営農しながら取り組むことができる、地域

の防災・減災に貢献する田んぼダムの取組が注

目されています。

水田は、食料を生産する本来の機能に加え、

多面的機能の一つとして、大雨の際に雨水を一

時的に貯留し、時間をかけてゆっくり下流に流

すことができ、洪水被害を防止、軽減する役割

を果たしてまいります。

田んぼダムは、小さな穴の空いた調整板な

ど、簡単な器具を水田の排水口に取り付けて流

出量を抑えることで、水田の雨水貯留機能の強

化を図り、周辺の農地、集落や下流域の浸水被

害リスクの低減を図る取組です。

大規模な施設を造成する必要がなく、安価

で、すぐに効果が発揮できることが大きな特徴

で、各地で取組が広がっていますが、県内での

田んぼダムの取組状況と課題等について、農政

水産部長にお伺いいたします。

田んぼダム○農政水産部長（殿所大明君）

は、流域治水の一つとして、水田の貯留機能に

着目し、大雨時により多くの水をためることで

下流域の浸水被害の低減を図る取組であり、現

在、県内では、多面的機能支払交付金の活動の

一環として、35.7ヘクタールで実施されており

ます。

一方で、田んぼダムに取り組む上では、貯水

量の増加による畦畔の管理や水稲の生育などへ

の影響を十分考慮する必要があります。

このため、取り組む農家が、田んぼダムの意

義や効果に加え、想定される維持管理の労力や

営農への影響などを認識するとともに、地域住

民や関係機関が、田んぼダムに取り組む農家の

負担をはじめとする流域治水についての理解を

深めることが重要であると考えております。

ありがとうございます。○下沖篤史議員

水害につながるような豪雨はいつ発生するか

分かりません。そのため、地域が田んぼダムの

恩恵を得るためには、地域で農業が持続的に営

まれ、農地が健全に保全され、田んぼダムの取

組が継続して行われる必要があります。田んぼ

ダムを通じて、地域の農業や防災・減災の理解

が深まり、地域住民や様々な関係者のつながり

が強化され、地域の持続性と協働力が向上する

ことを期待するものであります。

このような田んぼダムの今後の取組につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。
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田んぼダムに○農政水産部長（殿所大明君）

取り組むに当たっては、課題や影響について

しっかり分析し、対応することが重要でありま

す。

このため、現在、県内３か所において、実証

圃場での調査・検証を行っており、水田や排水

路における大雨時の水位観測や水稲の生育調査

を実施するとともに、協力農家に対して、排水

ますや畦畔の維持管理にかかる時間や労力、稲

の品質・収量等に関するアンケートを実施し、

実態の把握を行うこととしております。

今後は、これらの実証圃場での検証結果を分

析し、農家への情報提供や地域住民等の関係者

の理解を深める取組に生かしてまいります。

宮崎は上流部に広大な水田地○下沖篤史議員

帯が地形上なかったりするので、なかなか実証

が難しいかもしれないですけれども、いろいろ

アイデアを出して取り組んでいただきたいと思

います。

続きまして、消防・防災行政についてです。

2024年元日の地震で、能登半島北部の奥能登

地方では、道路網が寸断され、山あいに孤立集

落が続出しました。石川県が市町などを通じて

把握した分だけで、その数は最大24地区3,345人

に上ったそうです。平地が少なく、海沿いを走

る幹線道路のすぐそばに山が迫る。その道路や

集落につながる道路で崩落などが相次ぎ、山あ

いの集落は軒並み陸の孤島と化し、10日以上、

支援が届かなかった集落が多発しました。

本県においても、大規模災害による孤立集落

の発生が懸念されております。

そのような中、宮崎県備蓄基本方針では、自

治会等における備蓄について、発災時の初期消

火、救出・救護活動、炊き出し等の給食など、

地域の防災活動を効果的に行えるよう、自治会

等の組織単位で資機材の整備や食料、飲料水、

そのほか生活必需品等の備蓄に努めるとなって

おります。

自治会等の防災倉庫には、発電機や照明等の

資機材は準備されているが、食料、飲料水、生

活必需品の備蓄が進んでいないように見受けら

れますけれども、危機管理統括監にお伺いいた

します。

大規模災害○危機管理統括監（児玉憲明君）

時においては、自治会単位での備蓄も重要であ

り、宮崎県備蓄基本指針では、自助・共助の取

組として、家庭や事業所のほか、自治会におい

ても備蓄に努めるよう定めております。

このため県では、側面的な支援として、自治

会等が備蓄物資を保管する倉庫や炊き出し等に

必要な資機材を購入する際に、市町村を通じて

補助を行っております。

また、基本指針では、市町村が行う備蓄につ

いても、避難所等に分散して現物備蓄に努める

ものとしておりますが、備蓄に係る財政負担が

大きいことから、国に対し、財政支援を要望し

ております。

今後とも、市町村等と連携しながら、備蓄の

推進に取り組んでまいります。

備蓄に係る財政負担が大きい○下沖篤史議員

のは分かるんですけれども、今、自治会ごとに

防災倉庫とか持っていますので、そういうとこ

ろでの保管が一番必要かなと思っております。

これは市町村とも連携して、市町村も中心部

の大きな倉庫とか何とか跡地とかにまとめて置

いているんですけれども、実際、災害が起きれ

ば、台風のときもですが、毎回、水を運び出し

て、また戻してとするんですけれども、そうい

うのがあるんだったら、地区ごとにある防災倉

庫とかに備蓄するよう、県とも協力して、市町
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村のほうでも分散を呼びかけていただきたいな

と思います。

続きまして、令和６年10月12日、宮城県利府

町のグランディ・21特設会場で開催されました

第30回全国消防操法大会ポンプ車操法の部に、

宮崎県代表として小林市消防団第１分団第５部

が出場しました。小林市消防団としては初めて

の全国大会出場となりまして、審査総合得

点171.5点、タイム112.3秒で優良賞、これは順

位でいきますと６位入賞となりました。

出場に当たっては、大変な御苦労があったと

聞いております。選手への支援はあるんですけ

れども、選手以外の団員や幹部には支援がな

く、今回は宮城ということで、遠方での大会で

もあり、車両輸送や操法競技の補助を行う多数

の団員も必要になります。市町村の予算も限界

があり、団員が自分で寄附を集めたりして、何

とか出場できたというのを聞いております。

そこで、全国消防操法大会に出場する市町村

に対する支援について、県の考えを危機管理統

括監にお伺いいたします。

全国消防操○危機管理統括監（児玉憲明君）

法大会は、消防庁と日本消防協会が主催し、消

防用機械器具の取扱いや操作の基本的な技術に

ついて、都道府県を代表する消防団が競う大会

であります。

大会に出場する団員の交通費は、日本消防協

会が負担しており、大会の参加に要する経費が

多額になる場合には、市町村に対し、特別交付

税による財政措置がなされております。

なお、本県においては、大会に出場する市町

村に対し、県消防協会が経費の一部を助成して

おります。

全国消防操法大会への出場については、消防

団の消火技術の向上や士気高揚につながると考

えられることから、県としても、支援の在り方

などについて、他県の状況等も踏まえ、研究を

行ってまいります。

今回出場された小林市に聞き○下沖篤史議員

ますと、いろんなところの予備費をかき集めて

何とか数百万円準備できて、それでも足りない

部分は、団員や団員の家族、知り合い、あとほ

かの消防団の方も協力いただいて、寄附を集め

て、何とか出場できたという話です。それでも

大分いろいろ節約しながらやっておりました。

そこら辺を鑑みて、県の代表でもありますの

で、今後、研究していただいて、２年に１回で

すので、予算とか支援を検討していただきたい

と思います。

続きまして、教育行政に行かせていただきま

す。

2024年11月１日から、自転車走行中の「なが

らスマホ」や酒気帯び運転に罰則を科す改正道

路交通法が施行されました。また、これらの違

反を繰り返した人には、自転車運転者講習の受

講を命令できる道交法施行令の改正も決定し、

同日に施行されました。これにより、自転車の

交通違反に対する取締まりが大きく変わること

になり、携帯電話を使用しながらの「ながらス

マホ」や自転車の酒気帯び運転など、重大な事

故につながるおそれのある違反について、重点

的な取締まりが行われるようになります。

今後、こうした状況を受けて、自転車の悪質

な交通違反に対し、車やオートバイと同じよう

に反則金を科す、青切符による取締まりの導入

を盛り込んだ道路交通法が改正されました。

本年５月24日に公布された道路交通法におい

て、令和８年５月までに施行される自転車の交

通反則通告制度、いわゆる青切符が適用される

制度の概要について、県警本部長にお伺いいた
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します。

自転車に対する○警察本部長（平居秀一君）

交通反則通告制度は、自動車の場合と同様、交

通違反をした自転車の運転者に対し、警察本部

長が定額の反則金の納付を通告し、通告を受け

た違反者が反則金を任意に納付したときは、そ

の反則行為に係る事件について公訴が提起され

ないという制度です。

対象となる違反につきましては、信号無視や

指定場所一時不停止、通行区分違反等の違反が

対象となる予定と聞いております。

対象年齢につきましては、交通ルールに関す

る基本的な知識を有し、本制度の手続を理解す

ることのできる16歳以上の者が対象となりま

す。

反則金の額については、今後、政令、つまり

道路交通法施行令において定められる予定で

す。

16歳以上が対象ということは○下沖篤史議員

高校生も……。16歳以上の人が警察官の指示や

警告に従わずに反則を続ける、または歩行者の

通行を妨害する場合、青切符によって取り締ま

られることになり、高校生を含む学生や未成年

者も反則金の対象となる可能性があります。

確かに自転車の危険運転には注意を払う必要

がありますが、一方で、113種類近くの違反ルー

ルを全て自転車利用者が把握するのは容易では

ないです。

そこで、青切符が始まる前に、高校生等に早

期周知を図る必要があると考えますが、県警本

部長にお伺いいたします。

自転車に対する○警察本部長（平居秀一君）

交通反則通告制度は、令和８年５月までに施行

され、施行までに対象となる違反や反則金の額

等の詳細が定められます。

その内容が決まりましたら、自転車の利用が

多く、対象年齢でもある高校生に対しまして

は、早期に県教育委員会等と連携し、各高校で

開催する交通安全教室や街頭キャンペーン、警

察官による街頭指導等により、交通ルールの遵

守の呼びかけを行うとともに、交通反則通告制

度の周知を図ってまいります。

高校生は急いだほうがいいん○下沖篤史議員

ですけれども、いろんな学校での警察の交通

キャンペーンとかのときに、小中学生にも早め

に周知を図っていただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

続きまして、学びの多様化学校の取組です。

文部科学省によると、昨年度、全国で１か月

以上学校に通っていない不登校の小中学生が34

万6,482人で、前年度より４万7,000人余り増え

て、11年連続の増加になったと公表されまし

た。このうち、小学生が13万370人で10年前の約

５倍、中学生が21万6,112人で同約２倍になり、

不登校の理由では、学校生活に対してやる気が

出ないが32.2％、不安・抑うつが23.1％、生活

リズムの不調が23％と、多かったようです。

このような不登校児童生徒の実態に配慮した

特別の教育課程を編成して教育を実施する必要

があると認められる場合、文部科学大臣が、学

校教育法施行規則第56条に基づき学校を指定

し、特定の学校において教育課程の基準によら

ずに特別の教育課程を編成して教育を実施する

ことができます。このような教育が行える学校

のことを学びの多様化学校と呼んでおります

が、県内の学びの多様化学校の設置状況につい

て、教育長にお伺いいたします。

不登校児童生徒の○教育長（黒木淳一郎君）

実態に配慮した教育を行う学びの多様化学校で

は、総授業時数の削減により、児童生徒の負担
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を軽減したり、児童生徒の興味・関心がある内

容について探究的に学ぶことができるように特

色ある教科を新設するなど、特別の教育課程に

よる教育が行われております。

国は、この学びの多様化学校について、将来

的には全国に300校の設置を目指しており、本県

におきましては、令和６年４月に延岡市立南浦

中学校の一部の学級を指定し、いわゆる分教室

という形で、県内初の学びの多様化学校が設置

されました。

また、令和７年４月には、現在、夜間中学校

として設置されている宮崎市立ひなた中学校の

昼間部に設置されることが先日、発表されたと

ころであります。

分かりました。○下沖篤史議員

登校することはできるが、在籍学級に入るこ

とができず、保健室や相談室で特定の教員や友

達としか関わることができない児童生徒や、在

籍校に登校することができず、教育支援セン

ターやフリースクール等に通所している児童生

徒、あと、強い特性から不登校の傾向があり、

弾力的な教育課程の下で、個人の特性を最大限

生かした学習活動を希望する児童生徒など、

様々な理由から不登校や不登校傾向が見られる

児童生徒の学び場として期待されている学びの

多様化学校の設置に係る県の取組について、教

育長にお伺いします。

学びの多様化学校○教育長（黒木淳一郎君）

は、誰一人取り残されない学びの保障に向けた

役割が期待されておりまして、不登校支援を充

実させる一つの選択肢として重要であると考え

ております。

今後も、市町村の求めに応じて適切な情報を

提供するなど、設置に向けた必要な支援を行っ

てまいります。

なお、県におきましては、現時点で学びの多

様化学校の設置の予定はございませんが、今年

度、不登校支援の拠点として、県教育支援セン

ター「コネクト」を設置し、総合的な不登校支

援を行っているところであります。

県教育委員会といたしましては、今後も不登

校児童生徒へ確実に支援が届けられるよう、体

制の整備に取り組んでまいります。

先月、私たちも会派の部会○下沖篤史議員

で、東京の学びの多様化学校を見させていただ

きました。その中で、校長先生を含め、「生き

る力を子供さんたちに学んでもらうというのが

一番の目標です」と言われていました。行かな

いんじゃなくて、行けない子たちを含めて、そ

ういう通える学校をつくることで、生きる力を

学んでもらうというのを一番の目標としており

ました。ぜひとも県内でも複数できるといいな

と思っております。よろしくお願いいたしま

す。

続きまして、ひきこもりの就労支援について

です。

大人のひきこもりとは、「ひきこもりの評価

・支援に関するガイドライン」によると、様々

な要因の結果として、学校や仕事など社会的な

参加を回避し、家族以外との親密な対人関係が

ない状態が６か月以上続いている状態を指しま

す。内閣府の調査によれば、ひきこもり状態に

ある若者や成人の数は年々増加しており、その

影響は、本人だけでなく、家族や社会全体にも

及んでおります。

そこで、県内のひきこもりの状態にある方の

数を福祉保健部長にお伺いいたします。

内閣府が令○福祉保健部長（渡久山武志君）

和４年度に実施いたしました調査によります

と、15歳から64歳でひきこもりの状態に該当す
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る方は、全国で約146万人と推計されておりまし

て、これを本県の人口で推計いたしますと、約

１万2,000人となります。

また、調査の対象者や手法に違いがありまし

て、全数を把握できているわけではございませ

んけれども、令和４年度に本県で実施した実態

把握調査によりますと、民生委員・児童委員が

把握しておりますひきこもりの状態にある方の

数は600人でございました。

なかなか実態把握が難しいと○下沖篤史議員

思うんですけれども、600人以上は確実にいらっ

しゃるのかなと思っております。

ひきこもりの状態にある本人やその家族は、

苦しい思いをしながら、解決の糸口をつかめず

にいるかもしれません。

身近にいる人が様子を確認して、本人に合わ

せたタイミングや支援を見極めていくことが大

切ですが、ひきこもり地域支援センターの相談

件数と実施している支援の内容について、福祉

保健部長にお伺いします。

昨年度のひ○福祉保健部長（渡久山武志君）

きこもり地域支援センターの相談対応件数

は1,605件でありまして、相談者の状況や背景は

様々であり、求められる支援内容も多様であり

ます。

このためセンターでは、保健師や精神保健福

祉士から成りますひきこもりコーディネーター

を５名配置いたしまして、電話や面接、ＳＮＳ

による相談、自宅への訪問、就労支援窓口への

同行支援などを実施いたしております。

また、精神科医師や学識経験者などで構成さ

れます多職種連携チームとの定期的な会議を開

催いたしまして、専門的な観点からの助言を受

けますとともに、福祉や就労などの関係機関と

連携しながら、一人一人に合わせた支援に取り

組んでおります。

分かりました。○下沖篤史議員

ひきこもりの方にとって、就労支援は社会復

帰のための大きな一歩となります。働くことに

踏み出そうとしているひきこもり状態にある方

に対する就労支援について、商工観光労働部長

にお伺いします。

働くこと○商工観光労働部長（川北正文君）

に踏み出そうとしているひきこもりの状態にあ

る方に対する支援については、国が設置してい

る「みやざき若者サポートステーション」にお

いて、社会参加や就労のために必要な個別相談

や各種セミナーなど、様々なプログラムを実施

しております。

県といたしましても、本人の適性に応じた支

援を行う観点から、これらの国の支援プログラ

ムに追加して、心理カウンセリングや企業等で

の短期のジョブトレーニング等を行っており、

令和５年度の施設の利用実績は１万1,506件と

なっております。

引き続き、国や関係機関と連携しながら、ひ

きこもりの状態にある方へのさらなる就労支援

に取り組んでまいります。

本当に焦らず、スローステッ○下沖篤史議員

プで、本人に合わせた形で寄り添って就労支援

をしていただきたいと思います。

続きまして、精神障がい者支援ですけれど

も、前日、前屋敷議員からも質問がありました

が、少し続けさせていただきたいと思います。

６月の一般質問でも質問させていただきまし

た重度障がい者・児医療費公費負担事業につい

てなんですけれども、精神障がい者が対象と

なっておらず、精神障がい者が安心して精神科

以外の医療機関にかかることができるよう求め

るものです。
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前回、市町村と検討を進めていくとの答弁で

したが、重度障がい者・児医療費公費負担事業

について、精神障がい者への助成を対象に加え

るため、市町村とどのように検討を進めている

のか、福祉保健部長にお伺いいたします。

障がい者・○福祉保健部長（渡久山武志君）

児医療費公費負担事業における対象範囲の拡大

につきましては、実施主体であります市町村の

意向や実情を把握するため、アンケート調査や

個別ヒアリングを実施し、対象範囲やスケ

ジュールなどに関する意見交換を行ってまいり

ました。

その結果、市町村において、新たな財政負担

や条例改正、システム改修が必要になるなどの

課題が明らかになり、その対応について、市町

村との議論を深めているところであります。

分かりました。○下沖篤史議員

市町村といろいろ課題等が出てきているとこ

ろでありますけれども、九州では、重度障がい

者・児医療費公費負担事業について、精神障が

い者が対象となっていないのは本県のみであり

ます。重度障がい者・児医療費公費負担事業に

ついて、精神障がい者への助成を対象に加える

ことに対する知事の考えをお伺いいたします。

重度障がい者・児医療○知事（河野俊嗣君）

費公費負担事業は、障がいのある方の経済的負

担の軽減を図り、こうした方々が身近な地域に

おいて安心して暮らしていくために、大変重要

な事業であります。

先ほど部長からも答弁しましたとおり、市町

村との意見交換等を通じて、それぞれの実情や

課題等を把握しながら、当該事業における精神

障がい者への助成対象の拡大について、協議を

重ねているところであります。

本当に障がい者の中でも精神○下沖篤史議員

障がい者に日が当たっていないので、日本のひ

なた宮崎と言われるぐらいですから、日が当た

るようにしていただきたいと思います。

続きまして、独居老人の生活支援サービスの

適用についてお伺いします。

要介護認定を受けていない高齢者は、訪問介

護など介護サービスを利用できない等の制限が

あります。一方で、介護保険事業の中の地域支

援事業を活用し、訪問介護事業者だけではな

く、ボランティアなどが実施する高齢者の生活

支援サービスによって、独り暮らしの高齢者の

生活支援を行っている市町村もあると聞いてお

ります。

そこで、市町村が地域支援事業を活用し実施

する高齢者の日常生活支援の取組状況を福祉保

健部長にお伺いいたします。

市町村で○福祉保健部長（渡久山武志君）

は、介護保険の地域支援事業を活用し、要支援

認定を受けた方や、認定は受けていないもの

の、日常生活において何らかの支援が必要と判

断される方を対象にいたしまして、地域の実情

に応じて、ボランティアや地域住民による買物

支援や病院への付添いなどのサービスを提供す

ることが可能でございます。

この事業によって、高齢者の生活支援に取り

組む市町村は、令和５年３月末現在で16市町村

となっております。

この地域支援事業を活用した○下沖篤史議員

高齢者の日常生活支援に関して、サービスを提

供していない市町村があり、地域間で格差が生

まれており、このような市町村では、ボラン

ティアとして買物支援や病院への付添い等を

行っていることもあると聞いています。

そこで、県として、地域支援事業を活用し、

生活支援を行っていない市町村に対して、どの
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ような支援を行っていくのか、福祉保健部長に

お伺いします。

介護保険の○福祉保健部長（渡久山武志君）

地域支援事業を活用して高齢者の生活支援を行

うかどうかは、市町村が地域のニーズや介護保

険事業の全体を見ながら判断することになりま

す。

県では、市町村の判断に資するために、県内

外の自治体による先進的な取組を随時、市町村

に情報提供しております。

また、県内全ての市町村で配置されている高

齢者の生活支援を行うコーディネーターを対象

に、ノウハウ習得と相互のネットワークづくり

を目的とした研修会も開催しております。

分かりました。ぜひとも進め○下沖篤史議員

ていただきたいと思います。

続きまして、再生可能エネルギーについてで

す。

経済産業省は、再生可能エネルギーの開発を

地方創生につなげようと、新たな経済対策の中

に、中小規模の水力発電や地熱発電の開発支援

策を盛り込むことで調整を進めており、石破総

理大臣は、地方創生を内閣の重点課題として、

今月にも決定する新たな経済対策にも、地方創

生に向けた施策を盛り込むと示しております。

こうした中、経済産業省は、再生可能エネル

ギーのうち、中小規模の水力発電や地熱発電の

開発が地域経済の活性化につながるとして、新

たな経済対策の一つとして、その支援策を検討

しています。今回の支援策を安定した電源の確

保にもつなげたいと考えているようです。

企業局においては、小水力発電の導入推進を

図っているところですが、このように国も支援

を拡大している中、小水力発電や地熱発電の開

発に係る取組について、企業局長の考えを伺い

ます。

企業局では、小水○企業局長（松浦直康君）

力発電につきましては、市町村から要望のあり

ました71の地点において無償で調査を行い、こ

れまで９地点が運転開始に至っております。

また、令和５年度からは、企業局独自の取組

として、既存ダム小水力発電ポテンシャル調査

事業を実施しておりまして、砂防堰堤や治山ダ

ムを活用した可能性の調査・検討を行っており

ます。

次に、地熱発電につきましては、企業局にノ

ウハウがないことや、開発に相当な費用や時間

を要することなどから、これまで特段の取組は

行っておりません。

一方で、今回の経済対策におきまして、国の

開発支援策が検討されるようでありますので、

その動向も含め、情報の収集に努めてまいりま

す。

分かりました。○下沖篤史議員

日本の地熱資源の８割が国立・国定公園内に

あり、これまでは各公園での地熱開発が認めら

れてこなかった現状があり、地熱発電が遅れて

いましたが、今回の国の方針はチャンスと思い

ますので、研究のほど、よろしくお願いいたし

ます。

そして、企業局が行っている既存ダム小水力

発電ポテンシャル調査事業について、取組状況

を企業局長にお伺いいたします。

既存ダム小水力発○企業局長（松浦直康君）

電ポテンシャル調査事業につきましては、令和

５年度から３か年事業として、県内の砂防堰堤

や治山ダム等を対象に有望地点を選定するもの

であります。

昨年度は砂防堰堤1,238地点を調査し、ポテン

シャルの高い11の地点を抽出しております。こ
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のうち、５つの地点の事業可能性評価を行った

ところ、２つの地点について、事業化の可能性

があると考えております。

残りの６つの地点に加え、治山ダムや農業用

ダム等についても、今年度から２か年で同様の

取組を行うこととしております。その結果、選

定した有望地点につきましては、小水力発電開

発に向け、市町村と連携していく予定でありま

す。

数か所あるということで、ぜ○下沖篤史議員

ひ頑張っていただきたいと思います。あと、地

熱発電のノウハウもいろいろ勉強していただき

たいと思います。

続きまして、本県は、日照条件や積雪が少な

く、土地も安価なことから、平地を問わず、山

間地にも太陽光発電が活発に設置されている

が、県内における太陽光発電設備の設置状況に

ついて、環境森林部長にお伺いいたします。

国の令和５○環境森林部長（長倉佐知子君）

年住宅・土地統計調査によりますと、本県にお

いて、「太陽光を利用した発電機器がある」と

答えた世帯の割合は9.4％で、全国平均の５％を

大きく上回っており、太陽光発電設備の設置率

は全国第４位となっております。

また、住宅に事業所等も含めた県内における

太陽光発電の導入量は、令和５年度末時点で166

万キロワットと年々増加しており、再生可能エ

ネルギー導入量全体の半数以上を占めておりま

す。

大分設置されていると思うん○下沖篤史議員

ですけれども、太陽光発電事業は、ほかの発電

事業と同じように長期的に行われる事業です

が、その一方で、ほかの発電事業と異なる幾つ

かの特色があります。

一つは、参入への障壁が少ないため、従来の

発電事業者だけでなく、様々な事業者が取り組

みやすくなっております。

ここで一番問題になってくるのが、太陽光パ

ネルを適切に廃棄できるのか、そういう懸念が

あります。このままでは、事業所がそのまま放

置していったり、計画倒産とかして、太陽光パ

ネルをそのまま放置して撤収するような可能性

がいろいろ危惧されている中で、こうした放置

や不法投棄を防ぐためには、電気を売った収益

の一部を、廃棄などの費用として、あらかじめ

積み立てておくことが重要です。しかし、実際

に積立てを行っている事業者は少ないのが実態

です。

使用済み太陽光パネルの処理について、県は

どのように考えているのか、環境森林部長にお

伺いします。

使用済み太○環境森林部長（長倉佐知子君）

陽光パネルは、再利用や処分が適切に行われな

ければ、有害物質の流出や不法投棄といった問

題が懸念されるため、所有者がパネルを放置せ

ずに、循環利用、または適正廃棄する仕組みの

確立が必要であります。

現在、国では、パネルのリサイクルを義務づ

ける制度の創設など、関連法の整備も視野に入

れた議論が行われており、また、県内では、民

間事業者主導により、産学官が連携したリサイ

クル推進のネットワークづくりも進められてい

るところであります。

県としましては、2030年代に想定されるパネ

ルの大量廃棄に備え、国や民間事業者の動向を

注視するとともに、循環利用や適正廃棄が図ら

れるよう努めてまいります。

県全体の太陽光パネルの設置○下沖篤史議員

状況を全て把握していないということなので、

まずは正確な実態を把握するために、コストを
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含めた基礎的・包括的な実態調査を、市町村、

県、環境省、経産省と共同で進めていくことが

求められますので、よろしくお願いいたしま

す。

続きまして、土木行政についてです。

家庭排水は国県道の側溝へ基準を満たせば接

続できるが、店舗・会社等の排水は接続でき

ず、浸透式にするしかない現状であります。市

道や下水がなく、国県道にしか接していない土

地は、近くに農地や井戸があると、浸透式も困

難な状況が発生しており、企業進出や店舗進出

の弊害となっております。

そこで、店舗等の排水は国県道の側溝へ接続

できないと聞いておりますが、排水の取扱い状

況について、県土整備部長にお伺いします。

道路側溝につ○県土整備部長（桑畑正仁君）

きましては、雨水などによる路肩の崩壊や路面

の冠水等の防止といった道路機能の保全と、道

路利用者の安全確保を目的に設置しておりま

す。

このため、側溝の設計では、近隣の土地・建

物からの排水は考慮しておらず、接続すること

によって側溝があふれ、道路が冠水するなどの

おそれがあります。

国県道側溝への排水の接続については、公共

下水道の未整備地区であること、家庭から放流

される浄化槽排水であること、道路側溝以外に

適当な放流先がないことなどの全ての要件に該

当し、真にやむを得ないと認められる場合に限

り承認することとしております。

この話題は、10月に小林で開○下沖篤史議員

催された「知事との本音トーク」で話題に上

がったもので、知事も国県道側溝への排水接続

ができない状況を御存じなかったとのことでし

たが、企業誘致、店舗出店と地域活性化のため

にも、事業所からの排水の接続ができることが

望まれますが、知事の見解をお伺いします。

御指摘のとおり、この○知事（河野俊嗣君）

問題につきましては、10月に小林市役所で開催

しました地域住民の皆さんとの対話集会、「知

事との本音トーク」におきまして、新規店舗の

進出等に際し、事業所からの排水をどのように

処理するかについて御苦労があるということを

具体的に伺ったところであります。

この事業所からの排水の接続の可否は、店舗

の新規出店や事業の移転拡大など、まちづくり

や地域活性化を進める上での支障となりかねな

い、そういうようなおそれがあるということを

認識したところであります。

一方で、道路側溝は事業所からの排水の流入

を考慮していないため、側溝があふれた場合や

排水による臭気問題が生じた場合には、近隣住

民の生活環境に影響を及ぼすなど、多くの課題

もあると考えております。

このようなことから、国県道側溝への排水の

接続につきましては、本来の道路としての機能

を維持しつつ、本県での台風等の災害リスクや

他県の実例、地域の特性を踏まえ、現在の接続

要件の見直しなど、その在り方について研究し

てまいります。

以上で一般質問を終わりま○下沖篤史議員

す。ありがとうございました。（拍手）

次は、二見康之議員。○野﨑幸士副議長

〔登壇〕（拍手） それでは、○二見康之議員

通告に従いまして一般質問を始める前に、サッ

カーシューズもソールが抜けるんですね。びっ

くりしました。私も久しぶりにゴルフをしたと

きに、ソールが両足とも抜けたことがあるんで

すけれども、あのときには、それまでスコアが

悪かったんですが、余計な力が入らなくなった

- 165 -



令和６年11月29日(金)

がゆえに、球が真っすぐ飛ぶようになったこと

を覚えております。やっぱり練習をしっかりし

ないといけないなというのと、伝家の宝刀も抜

くことはなくとも、手入れだけはしっかりして

おかないといけないなというふうに改めて感じ

たところでありました。

では、質問に入りますが、今年は本当に台風

の多い年でありました。私どもの地元の県議会

議員と県の出先機関である北諸県地方連絡協議

会との意見交換会が今月開催されました。我々

議員からの質問項目に対する説明資料を頂いた

り、また各所管課から、重点事項等についての

説明をいただきました。地元に関する現状につ

いて知ることができる、年に一度の貴重な情報

交換の場であります。

そのときに、本年３月末時点における北諸県

農林振興局管内の荒廃農地面積が865ヘクタール

にも上るという説明がありました。鳥獣被害や

高齢化の進行等により山間部を中心に増加して

いるとのこと、不整形な農地や幅員の狭い農道

の隣接地に偏在しているとのことです。

現在、遊休農地の解消に向け、農業委員会

は、現地確認を行うとともに、地権者に対し戸

別訪問や文書により適正管理を指導され、農地

中間管理機構は、農業委員会と連携して、機構

が遊休農地を借り受け、簡易な整備を行った上

で、担い手に農地を集積・集約化する取組をし

ているとのことです。

また、都城市、三股町は、地域計画策定と連

動して、農業上の利用が行われる区域とそれ以

外の区域を設定し、農業上の利用が行われる区

域では、機構と連携し、農地の受け手確保や権

利移動を進めるとともに、鳥獣被害対策や圃場

の大区画化、スマート技術の導入等により、収

益性の高い営農体系を推進しているとのことで

すが、農業上の利用が行われない区域では、非

農地化等を検討されるとのことです。

私も、これまで市内各地を見て回ってきまし

たけれども、確かに山間部における荒廃農地が

たくさん目に留まり、また、それとともに、人

口減少が非常に進んでいるという現状を見てま

いりました。景観豊かな農業が営まれること

は、その地域の経済がしっかり回っているとい

うことでもあり、農村が次世代へつながれてい

くことでもあるんだろうと思います。

さきにも申しましたが、担い手の減少や高齢

化が進み、また、農業機械や施設の更新等の負

担が重くのしかかる今、第八次宮崎県農業・農

村振興長期計画に掲げる「持続可能な魅力ある

みやざき農業の実現」に向けて、どう取り組ん

でいかれるのか、知事に伺います。

残余につきましては、質問者席より行いま

す。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

本格的な人口減少・高齢化社会の中、農業の

担い手も大きく減少してきており、産地の弱体

化や農村集落の衰退を危惧しております。

このため、第八次宮崎県農業・農村振興長期

計画では、「持続可能な魅力あるみやざき農業

の実現」を掲げ、経営規模の大小や個人・法人

の別を問わず、家族を中心とした産地を支える

経営体を「みやざき型家族農業」と位置づけ、

しっかりと支援することで、食料の安定供給に

寄与するとともに、本県の農業・農村を次の世

代につなげることとしております。

その実現に向けては、経営の発展段階に応じ

た伴走支援等による経営感覚の優れた農業者の

育成や農地の集約化、スマート技術の推進な

ど、経営発展を支える環境整備を一体的に進め
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るとともに、新規就農者など次の世代を担う若

い力の確保にも取り組んでおります。

引き続き、関係団体とも連携して、農業者が

夢や希望を持てる魅力ある農業を実現してまい

ります。

なお、先ほど来、御指摘があります交流試合

において、私が着用したサッカーのスパイク

は、2002年日韓大会のときにはやったモデルだ

ということをヴィアマテラスの選手の皆さんか

らも指摘され、懐かしいと言われてしまいまし

た。物持ちがいいということもいいわけであり

ますが、農業と同様、新しい時代に対応した新

しいモデルということも重要であろうかと考え

ております。来年に向けてしっかりと準備を進

めてまいります。以上であります。〔降壇〕

新しい物もいいですけれど○二見康之議員

も、物を大事にすることもいいのかなというふ

うに思います。

農家・農地を守り、地域を維持し、農村集落

の衰退から守る。そのためには、今の答弁にも

ありましたように、経営規模の大小、個人や法

人など様々な農家・農業の担い手がおられるわ

けですが、その経営の発展段階に応じた支援、

集約化、スマート技術推進などの環境整備を進

め、農業・農村を次の世代につなげるとのこと

ですけれども、一方で、進んでいる荒廃農地の

拡大、担い手不足の現状等を考えますと、都城

市、三股町の地域計画策定方針にもありました

ように、全部解消することは困難なことかとも

思われますが、できる限りの努力をしていくこ

とが重要だと思います。

この農地の荒廃化・遊休化をできるだけ防

ぎ、今後の利活用を促進するため、県はどのよ

うな取組を考えているのかお伺いします。

担い手が減少○農政水産部長（殿所大明君）

する中、農地を遊休化させず、維持・活用して

いくことは、大変重要であると認識しておりま

す。

このような中、市町村が主体となり、将来の

地域農業をどのように維持・発展させ、農地を

誰が守るのかということを明確にする地域計画

の策定作業が進められており、県も助言等を

行っているところです。

各地域における話合いの中で、農地の集積や

集約、基盤整備、多様な経営体の確保といった

課題が明らかになってきております。

県では、各地域にモデル地区を設定し、これ

らの課題解決に向けて、市町村や関係機関と連

携しながら重点的に支援することとしており、

モデル地区の成果を他の地域にも波及させなが

ら、地域計画の実現を後押しし、農地の利活用

が進むよう、しっかり取り組んでまいります。

地域計画策定の過程で、農地○二見康之議員

の集積や集約、基盤整備、そして多様な経営体

の確保という課題があるとのことですが、例え

ば就農初期においては、耕作面積が比較的狭く

ても、営農経験を積んで、農機具等の設備の充

実を図りながら、段階的に耕作面積を拡大して

いく農家、法人があると思います。

人や機械を効率的に運用することにより、生

産の効率化、労働の省力化などが図られ、安定

的な経営が見込まれる土地利用型農業は、今後

の地域営農を維持していく形の一つではないか

と思いますが、この土地利用型農業の振興に向

け、県はどのように取り組んでいくのかお伺い

します。

土地利用型農○農政水産部長（殿所大明君）

業の振興につきましては、大規模経営体から小

規模農家までの多様な農家と加工業者が参画

し、生産から加工・販売までを一体的に行う、
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いわゆる「耕種版インテグレーション」の取組

が有効であると考えております。

このため県では、この取組の中心となる大規

模経営体への農地集約や収穫機械の導入等によ

る生産の効率化を後押しするとともに、取組に

参加する農家の大規模法人への作業委託経費を

支援しているほか、新たな取引を創出するため

の生産者と加工業者をつなげるマッチング会を

開催しております。

今後とも、関係機関と連携して、耕種版イン

テグレーションの先進的な取組を県内各地に広

げ、土地利用型農業の振興に取り組んでまいり

ます。

農地集約や収穫機械の導入等○二見康之議員

により生産効率を上げる大規模経営体と農地を

持っている方々との連携、理解が、まずは土台

になると思いますので、計画策定時において、

まずはそこのところをしっかりと取り組んでい

ただきたいと思いますし、また、あわせて、有

機農業の振興も取り組んでいただきたいと思い

ます。農地環境を選ぶものでありますので、地

域資源の最大限の活用をするため、荒廃農地を

減らすためにも、適地の選定を忘れないようお

願いしておきます。

さて、農地集約、機械導入により作業効率を

上げるに当たり、そのオペレーターの育成が必

要だという要望があります。人口減少や人材の

県外流出などの影響もあるかと思いますが、こ

れに対し、本県の農業大学校においても、要望

に応える取組をしていると思います。

今後、地域の農業を支えていくことになるで

あろう農作業受託体制を維持していくため、オ

ペレーターの人材育成が重要だと考えますが、

県の認識並びに取組についてお伺いします。

農業分野にお○農政水産部長（殿所大明君）

ける労働力不足を補完する農作業受託体制を維

持していく上で、大型機械を操作するオペレー

ターの人材育成は、大変重要であると考えてお

ります。

このため県では、農業大学校において、学生

に加え、地域の農業者も対象として、オペレー

ター業務に必要な農耕用大型特殊自動車免許や

牽引免許等の取得のための実技研修を実施して

おります。

また、将来の地域の担い手として活躍が期待

される学生に対しては、農業用ドローンの資格

取得研修や県内農業法人等での農作業実習を実

施するなど、高い実践力を持った人材の育成に

取り組んでおります。

今後とも、関係機関と連携し、オペレーター

を育成すること等により、地域農業を支える農

作業受託体制の維持にしっかりと取り組んでま

いります。

農地荒廃の一要因となってい○二見康之議員

る鳥獣被害について、県では、環境森林部のほ

うで狩猟免許取得補助等に取り組んでいると、

先日の質問でもお聞きしましたし、また、農政

水産部のほうでは、県産ジビエの普及拡大に向

けたジビエ調理セミナー（学校給食編）の開催

とか、今現在、開催されております県内21店舗

が参加している「みやざきジビエフェア」の実

施等に取り組んでいるということです。

ただ一方で、調理する側、飲食店側のほうの

懸念として、やはり牛や豚などの家畜とは違

い、野生のイノシシや鹿などは、ジビエとして

食用になるまでの取扱いが異なるということ

で、利用については不安だという声もお聞きし

ております。

県内の飲食店において、安心・安全なジビエ

料理が提供されるところが増えることは、先ほ
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ど紹介しました「みやざきジビエフェア」の参

加店舗21店舗中４店舗が西米良村のお店であ

り、地域の大切な観光資源にもなっていると思

いますし、鳥獣被害から農地を守るという効果

もあると思います。

県は、飲食店が安心・安全なジビエを提供す

るために、どのような取組を行っているのかお

伺いします。

野生の鳥獣○福祉保健部長（渡久山武志君）

は、狩猟者により屋外で捕獲されるなど、ジビ

エとして食用にするまでの取扱いが、牛・豚な

どの家畜と異なりますことから、独自の衛生管

理が必要となります。

このため県では、国の指針を基にしまして、

狩猟から運搬、処理加工、調理・販売、消費に

係る全ての段階で徹底した衛生管理が行われる

よう、ガイドラインを策定いたしております。

具体的には、狩猟者や食肉処理業者に対しま

しては、著しく痩せているなどの異常が見られ

る個体を食用にしないこと、飲食店に対して

は、中心部まで火が通るよう十分な加熱を行う

ことなどを求めておりまして、講習会の開催や

施設の立入調査を通じまして、ガイドラインに

沿った衛生管理を行うよう指導いたしておりま

す。

それぞれ担当される方といい○二見康之議員

ますか、食肉処理業者の方、また調理する側の

ほうも、やるべきことをしっかりやればいいと

いうふうにも思うんですが、県民の安全を保つ

ためには、やっぱり信頼関係が大事なんだろう

なと思います。見た目では分からない部分も

あったりするとお聞きしますので、そういった

ところは、現場の方々の声も聞きながら、不安

解消に努めていっていただければと思います

し、私もそういうふうにお話ししていきたいと

思います。

では次に、事業承継についてお伺いします。

新型コロナ禍の影響を受けた企業に対し、金

融支援が行われたものの、返済が始まった今、

多くの企業が厳しい経営状況にあるようです。

売上げが回復せず、返済負担が経営を圧迫して

いますし、資金繰り、人手不足、原材料の高騰

等が影響しており、今後の見通しも大変厳しい

との声をよく聞きます。

このような中、倒産や廃業などが起こると、

地域経済や雇用、そして人口流出にも多大な影

響が出てくると思われます。企業は、いろんな

支援策を活用して、経営改善に向けた取組をさ

れることを求められますが、地域に技術や雇用

をしっかり残し、地域の経済を維持していく取

組、大きな意味での事業承継の取組も求められ

ていると思います。

まずは、事業承継の推進について、知事の所

感をお伺いしたいと思います。

企業経営者の高齢化が○知事（河野俊嗣君）

進行し、また企業を取り巻く環境の厳しさが増

す中で、適切に事業を引き継ぐことは、地域経

済の活力の維持や雇用の確保を図る上で、非常

に重要であると認識しておりまして、これは全

国的な課題でもあると考えております。

このような中、国では、全都道府県に「事業

承継・引継ぎ支援センター」を設置し、総合的

な支援を行うとともに、後継者が経営者から株

式等を引き継いだ際の税制面での優遇措置もな

されております。

県におきましても、支援センター、市町村、

商工団体、金融機関等から成る事業承継ネット

ワークを構築し、支援方針等の共有を図るとと

もに、事業承継を進めるための調査費用への補

助などの支援を行っております。
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これらの取組の結果、支援センターを通じた

年度当たりの事業承継の成約件数は、例えば直

近３年間でおよそ５割増となるなど、右肩上が

りで増えておりまして、引き続き、関係機関と

連携しながら、円滑な事業承継を推進してまい

ります。

今後も必要とされる技術とか○二見康之議員

人材が外に流れていく、なくなっていくという

ことは、非常に残念なことであります。事業承

継においては、必要とされる技術や人材を守る

ためにも、経営状況においては再生が可能なの

か、また中には、Ｍ＆Ａによって、地域にそれ

を残すことが望ましい場合もあるかとは思いま

す。

金融庁も、事業者向け、金融機関向けの事例

集などを作成して支援策の広報を行うなど、地

域経済の維持に取り組んでおられます。

そこで伺いますが、本県の事業承継・引継ぎ

支援センターの取組実績と金融機関 経営状―

況等の情報を持っているところは、やっぱり金

融機関になると思います。大きな鍵を握ってい

ると思います との連携について、どのよう―

に取り組んでいるのかお伺いします。

事業承継○商工観光労働部長（川北正文君）

・引継ぎ支援センターでは、経営者に事業承継

の必要性に早期に気づいてもらうための事業承

継診断に積極的に取り組むとともに、企業等の

実情に応じたマッチング支援の強化を図ってお

ります。

事業承継の成約件数は、令和５年度が85件、

令和６年度が10月末時点で47件で、そのうち、

およそ半数は、Ｍ＆Ａ等により親族以外へ事業

が引き継がれております。

また、金融機関におきましても、事業承継診

断を通じたニーズの掘り起こしや支援センター

への取次ぎ等を行っております。令和５年度

は、２割以上が金融機関を経由した成約となっ

ており、事業承継ネットワークの一員として、

重要な役割を担っていただいております。

担当者の方から、ある意味い○二見康之議員

ろんなスキル的なものも必要になるんだという

ふうにお聞きしておりますので、ぜひそういっ

たところの取組も推進していただくようにお願

いします。

次に、再生可能エネルギーに関して伺いま

す。

報道等によりますと、経産省では、来年度の

事業として、再生可能エネルギー開発を地方創

生につなげようという考えの下、新たな経済対

策として、中小規模の水力発電、地熱発電の開

発支援を盛り込むことで調整に入られているよ

うです。先ほど下沖議員が言われたことと丸か

ぶりだったので、びっくりしたんですけれど

も、ここからはちょっと変わってまいります。

本県では、これまで小水力発電について様々

な調査を行ってきており、既に適地における開

発は大体終わっているのかなという認識であり

ました。また、地熱発電についても同様と思い

ます。この国の動き、取組の効果を本県に生か

していくことができるのか、ちょっと疑問に思

うところです。

再生可能エネルギー開発を進めるということ

は、資源の乏しい日本にとっては大変重要なこ

とでありますし、県はこれまで、県内における

再生可能エネルギーの導入について、計画的に

進めてきていると思いますが、現在の状況はど

のようになっているのかお伺いします。

県内におけ○環境森林部長（長倉佐知子君）

る再生可能エネルギーの導入量は、令和５年度

末時点で288万キロワットとなっており、内訳と
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しましては、太陽光発電が166万キロワットと半

数以上を占め、次いで、水力発電が72か所で101

万キロワット、バイオマス発電が25か所で11万

キロワット、風力発電が３か所で９万キロワッ

トとなっております。

なお、令和５年度に、これらの再エネ設備が

発電した電力量は44億キロワットアワーと、県

内の電力需要量の67％に相当する規模となって

おります。

県内需要量の67％という数字○二見康之議員

は、非常に優秀だなとも思うんですが、宮崎で

すから、ほかの地域に比べて、消費電力そのも

のが低いんだろうというのもあります。この数

字に決して甘んじることなく、さらなる資源開

発に取り組んでいただきたいと思います。

県のほうでは、2030年度の再生可能エネル

ギー導入目標を立てておりますが、今後、再生

可能エネルギーの導入拡大に向けて、どのよう

に取り組んでいこうと考えておられるのか、知

事にお伺いいたします。

再生可能エネルギーに○知事（河野俊嗣君）

つきましては、国の「ＧＸ実現に向けた基本方

針」において、主力電源化が掲げられておりま

して、その導入拡大は、カーボンニュートラル

の実現に向けた重要な柱の一つであります。

先日、ＥＵ各国の大使と意見交換をした際

に、「宮崎における再生可能エネルギーの取組

は？」と何人かから聞かれました。再生可能エ

ネルギーへの取組から、その土地の特徴を知ろ

うとする、そういう姿勢が感じられたところで

ありまして、改めて本県の恵まれた環境を生か

して、もっともっと進めていく必要があるとい

うことを改めて感じたところであります。

県では、2030年度の再エネ導入目標を360万キ

ロワットとしておりまして、その達成に向けて

は、本県の恵まれた自然環境を生かし、特に太

陽光発電の導入を拡大していきたいと考えてお

ります。

このため、個人や事業者を対象とした太陽光

発電設備や蓄電池の導入支援に取り組むととも

に、県としても率先して、昨年度は県庁７号館

や延岡総合庁舎に、今年度は県プールや都城総

合庁舎等に、太陽光発電設備の導入を行ってい

るところであります。

温室効果ガスを排出せず、地域資源を活用で

きる再エネは、地球温暖化対策やエネルギー自

給率の向上につながることから、導入拡大に向

けて、引き続きしっかりと取り組んでまいりま

す。

計画目標と県の導入支援の内○二見康之議員

容を考えますと、2030年度の目標達成は、大変

厳しいものがあるんだなと思います。

先日、担当の方に、今360万キロワット中

の288万キロワットが導入できている、72万キロ

ワットが足りないという状況だと思うんです

が、例えば、太陽光発電で仮に50万キロワット

を導入する場合、どれくらいの面積が必要なん

だろうかということをお聞きしました。

環境省の平成21年度の調査において、太陽光

発電の単位面積当たりの出力が0.0667㎾／㎡で

あるんですが、15平方メートル当たり１キロ

ワットと設定されているということは、50万キ

ロワット導入するために必要な面積は幾らで

しょうか。750万平米、750ヘクタールというこ

とらしいです。

これは参考までにということで、今、整備し

ている山之口運動公園が約24ヘクタールなの

で31個分、住宅用太陽光発電であれば、主流と

なる５キロワットの場合は10万戸分、あくまで

概算的な話なんですけれども、相当な面積が必
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要だということです。先ほど申し上げた都城の

荒廃農地面積が850ヘクタールぐらいということ

なので、こういった使われなくなったところと

か、接続の問題だったり、いろいろあると思う

んですけれども、県の土地を有効活用していく

ためには、そういう視点からの検討も必要なの

かなと思います。

できることなら、国が取り組んでいく方向性

に、本県が持っているポテンシャルを引き出せ

るような支援策を求めていく必要があると思い

ますので、まず、宮崎県として、我々として

は、地域のあらゆる形をよく理解することが大

事なのかなと。

先日の洋上風力については、0.7を下回ってい

たということかもしれませんが、それはあくま

で宮崎の気候的なもの、地形的なものであっ

て、であれば、何が強みなのかをしっかり訴え

ていく必要があるんだろうと思います。

では次に、県の収入事務について伺います。

県へ手数料や申請料、登録料等を支払う場

合、県収入証紙を購入して納付することが多々

あります。山口議員が６月定例会において、こ

の収入証紙の廃止について質問されており、現

在、検討中との答弁でありましたが、その後、

作業は進んでいるのでしょうか。

ほかの都府県や政令市においては、既に廃止

しているところもあるようですし、本県では、

公金収納の多様化を進めるということだったと

思いますが、キャッシュレス決済などが進む現

代社会において、かえって事務作業が複雑・多

忙にならなければいいなというのも少し心配し

ます。

ただ一方で、証紙の販売場所が限定的である

ことや、高額な収入証紙の場合は、在庫がない

ケースもあるとお聞きしております。現状とし

て、選択肢が増えることは、利便性の向上につ

ながるものであると思います。

証紙収納を含めた公金収納方法の多様化への

取組について、現在の状況を教えてください。

本県の公金収納○会計管理者（米良勝也君）

は、金融機関窓口での現金収納をはじめ、収入

証紙や口座振替によるもののほか、一部の手数

料等においては、納付書によるコンビニ収納や

スマートフォン決済なども行っております。

また、現在、県民のさらなる利便性向上を図

るため、電子申請と連動した収納やＱＲコード

による収納の拡大、行政窓口でのキャッシュレ

ス決済など、様々な収納方法の導入について、

全庁的に検討を進めております。

今後も引き続き、収入証紙の在り方も含め、

さらなる公金収納方法の多様化に向けて、関係

部局と連携を図りながら取り組んでまいりま

す。

お聞きしますと、証紙は、県○二見康之議員

警本部が担っているところで多く扱われている

というふうに伺いましたが、会計管理者がおっ

しゃったように、いろんなところの情報を集め

ながら、その効率化に向けて取り組んでいくと

いうことですので、どんどん要望していただけ

ればなと思います。

次に、教育長に伺ってまいります。

学校における熱中症対策です。

６月議会でも伺いましたが、あのときは、い

わゆる暑熱訓練 暑さに対する体の生命維持―

装置を機能させるという視点からの質問でした

けれども、今回は、外部的環境から熱中症を防

ぐ取組について伺いたいと思います。

今年の夏は異常なほどの暑さでした。体温を

上回る気温の日が続くなど、これまでに経験し

たことのない夏となりました。
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そのような中、部活動などに関わる方々から

の話の中で、運動中における飲物や体を冷やす

氷が必要だということで、製氷機の整備や、体

育館などでは、夏は風が吹かない、熱が籠もっ

てしまうということで、空気を循環させる大型

扇風機を整備してほしいという声を幾つか伺っ

ております。

これは小中学校の話も含んでいるんですけれ

ども、今回は、熱中症対策における県立学校の

設備機器の整備状況並びに今後の対応につい

て、どのように考えているのかお伺いします。

県立学校における○教育長（黒木淳一郎君）

熱中症対策につきましては、予防策や発生時の

対応等をまとめた「学校における熱中症対策ガ

イドライン」に沿って取り組んでいるところで

あります。

議員から御指摘いただきましたとおり、体を

冷やしたり空気を循環させたりすることは、熱

中症対策の一つとして効果的な対応であり、現

在、県立学校50校のうち、製氷機は46校、大型

扇風機は49校に整備されております。また、指

定避難所となっている33校には、スポットクー

ラーも整備されております。

気候変動による高温リスクが高まる中、子供

たちが安全で安心な学校生活を送るために、熱

中症対策の設備機器を整備することは重要であ

りますので、今後とも、各学校の実態と要望を

踏まえながら整備を進めてまいります。

お聞きしますと、製氷機は、○二見康之議員

家庭科室とか保健室にあるものを活用したり、

大型扇風機は、コロナ対策で整備されたという

ふうにお聞きしました。また、スポットクー

ラーは、指定避難所ということで、危機管理課

のほうで整備していただいたものも多いようで

す。ただ、今後は、その使用実態、学校の規模

にもよるでしょうし、部活動の種目も関わって

くるでしょうし、もっと学校現場のほうから、

十分なのか、不足しているのか、よくよく情報

を聞いてあげる必要があると思いますので、よ

ろしくお願いいたします。

次に、ＰＴＡについて伺います。

先日、岡山県のＰＴＡ連合会が解散するとの

報道がありました。単位ＰＴＡの脱会が続き、

運営が成り立たない事態になったそうです。12

月で事業を終了し、日本ＰＴＡ全国協議会から

脱会、文部科学省によりますと、県レベルのＰ

ＴＡ組織が解散するのは、全国で初めてだそう

です。

2008年度には、県内21団体全てが加盟してい

たそうですが、2023年度末に５団体が離脱

し、2024年度、今年度には５団体だけになって

いたようです。加盟団体の減少に伴い、県ＰＴ

Ａ連合会の収入も減少し、１人当たり30円だっ

た年会費を2016年度には130円に値上げし、その

後も事務局の人件費を抑えるなど経費節減に努

めておられたそうですが、来年度、2025年度は

赤字が見込まれるということで解散を決めたよ

うです。

ＰＴＡ広報紙の作り方研修会や事例共有の大

会の開催、県教育委員会への要望活動が、県Ｐ

ＴＡ連合会の主な活動のようですが、解散後

は、岡山県の教育委員会が県ＰＴＡ連合会の役

割を補完していこうという方向のようです。

各学校単位で児童生徒の保護者と教職員でつ

くる任意団体のＰＴＡですが、学校行事の運営

サポートとか研修会への参加など、その存在意

義、活動の意味が問われているのではないかと

感じます。

私も子供の小学校や中学校で役員をしたりし

て活動していますが、それは就学している子供
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のよりよい学習環境につながればという思いか

らであります。

それぞれの学校において、また、市や県など

全国の連合会、協議会においても、会員から信

頼されるＰＴＡが組織されることを願うところ

でありますが、まずＰＴＡという組織がどのよ

うに設立されてきたのか、今後を考えるに当

たっても大事なことかなと思います。どういっ

た意味で、どういった必要性があってＰＴＡが

できたのか、この経緯と役割についてお伺いし

たいと思います。

ＰＴＡは、昭和22○教育長（黒木淳一郎君）

年、戦後の教育民主化の流れを推進するため、

当時の文部省が全国に対し、その設置を奨励し

たことが始まりであります。その３年後には、

全国のほとんどの小・中・高等学校にＰＴＡが

結成されました。

ＰＴＡに関して、私の経験を振り返ります

と、子育て中は、保護者としてＰＴＡの様々な

活動や研修に参加し、子供と共に成長する機会

をいただきました。また、校長であった際に

は、活動を通して信頼関係をいただき、よりよ

い学校運営のために御意見や御協力をいただ

き、心強いものがありました。

このようにＰＴＡには、保護者と教職員が共

に学び合いながら、子供たちの健全育成を図る

という重要な役割があると考えております。

給食についても、今、行政の○二見康之議員

ほうが負担したりするところも増えていますけ

れども、もともとは給食そのものがなかったわ

けですよね。貧しかった頃の日本で、学校に弁

当を持っていくことができない子もたくさんい

たという話も聞きますし、だからこそ子供たち

が健全に成長できる栄養環境を整えるために

も、国と保護者といいますか、国民との間での

合意ができたというか、そのかけ橋となったの

がＰＴＡなんだろうなと思ったところでした。

今現在、公立学校の組織だけじゃなくて私立

学校もあるし、特別支援学校のＰＴＡもあると

いうふうに伺っております。それぞれの組織で

課題は異なると思いますが、共通する課題、そ

して必要な取組もあると思います。

先日、雑誌を読んでいたら、中村学園大学の

客員教授である占部賢志先生のＰＴＡについて

書かれた記事がありましたので、御紹介しま

す。

岡山県のＰＴＡ連合会が解散するとの報

道。単位ＰＴＡの脱会が続き、運営がままな

らぬ事態になったそうだ。今後も同様の動き

が予想される。

かつてＧＨＱなどの影響下に、保護者と教

師をつなぎ、学校施設の充実や教科書無償

化、給食実施、学校保健の確立などに貢献し

てきたＰＴＡ活動。日教組がストライキを

打って学校現場を放棄すれば、子供の学ぶ権

利を犠牲にするなと果敢に声を上げ、バイク

の「３ない運動」（免許を取らせない、買わ

せない、乗らせない）にも精力的に取り組ん

だものだ。

昭和のＰＴＡには勢いがあったが、平成以

降は次第に形骸化の一途に見える。深刻な児

童虐待死が起きた直後の当該地ＰＴＡのホー

ムページをのぞいて愕然としたことがある。

全国のニュースで連日報じられているのに、

ＰＴＡとしての声明もなければ事件の概況も

伝えない。アップされていたのは、小中学校

の会員によるバレーボール親睦大会の報告記

事。ＰＴＡ不要論があちこちから出てくるは

ずだ。

しかし、今の世の中で、大人同士が利害を
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抜きにして結集できるのはＰＴＡぐらい。何

しろ800万の会員を擁する巨大組織。応分の予

算もある。これを根本から刷新して一から出

直す。旧来のしがらみは全て排除。学校改

善、ひいては地方創生の牽引力としたい。そ

のために従来の学校種別ごとのフラットなＰ

ＴＡは解体して、幼小中高の縦軸連携の組織

とする。

現実の地域社会を見よ。我が家は中学生、

隣は保育園児、お向かいは小学生に、その隣

は高校生。我々はそうした向こう三軒両隣の

環境で暮らしているのだ。これを生かさない

手はない。町内会ごとのＰＴＡを組織化す

る。園児や児童生徒ももちろん連動して、異

年齢グループを編成。小学生の間にいじめが

起きれば、中高生が解決に介入することもあ

ろう。年長が年少をしつけるシステムだ。

という内容でありました。いきなりその組織を

がらっと変えることは難しいんだろうなと思い

ますが、年長者が年少者をしつけるシステムと

いうのは、まさしく薩摩藩の郷中教育だと思い

ます。

また、先月、私の地元の妻ケ丘地区で、まち

づくり協議会の方々が中心になって「ふれあい

まつり」というものが開催されました。コロナ

後の昨年から復活したイベントなんですけれど

も、地元の中学生が自主的にボランティアを申

し出て、イベントを手伝ってくれていました。

司会や受付、また小さな子供たちを遊ばせる

ブースの作成・運営など、園児や小学生の相手

も見事にこなしておりました。もちろん実行部

隊のおじいちゃん世代の方々との交流もできて

おり、子供たちの成長の可能性を広げていくた

めには、実際に体験・経験する場を私たち大人

が提供していくことではないかなと思ったとこ

ろです。

ＰＴＡの在り方も同じではないかと思いま

す。活動の内容や会費の使われ方など、これか

らの時代に即したＰＴＡの在り方について、ど

のようにお考えなのかお伺いします。

全国的にＰＴＡの○教育長（黒木淳一郎君）

会員数は、少子化の影響により、年々減少して

おります。また、任意団体であることや活動に

対する負担感から、ＰＴＡの未加入や役員の成

り手不足などの問題が見られるようになってき

ました。

このような中、本県の小中学校の保護者の加

入率は99.6％と高い割合を維持しており、現

在、新入生保護者や教職員への加入に関する丁

寧な説明や各種会議のオンライン化、活動希望

者が立候補するエントリー制の導入など、時代

に即したＰＴＡ活動も行われてきております。

県教育委員会といたしましては、活動の内容

や会費の使われ方など、ＰＴＡの在り方が問わ

れるようになったことを好機と捉え、よりよい

組織や活動となるよう協議する場を設けるな

ど、宮崎に合った魅力あるＰＴＡ活動づくりを

支援してまいります。

今度、県のＰＴＡ大会に行っ○二見康之議員

てこようかなと思っているんですが、そこでい

ろんな研修とか講演とかあって、行った我々は

いい勉強になったなとか思うことが多いんです

よね。だけど、それを地元の単位ＰＴＡの保護

者の方々にどう伝えていくのかというところが

大きな課題なんじゃないかなと思います。

そこら辺の理解が進めば、全国だろうが地区

だろうが県だろうが、そこに所属している意義

について理解があれば、会費についてもちゃん

と使われているんだなと、信頼関係を構築でき

るように、それぞれのステージにおいて会員を
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大事にするようにしていく必要性があるなと、

私もそれをしないといけないなと思ったところ

であります。

次に、教育におけるウェルビーイングについ

て伺います。

国の教育振興基本計画にうたわれています

ウェルビーイングという考え方ですが、世界各

国の子供たちの傾向として、ほかの国に比べま

して、日本の子供は、今の自分の現状に満足し

ているというような自己肯定感や、自分にしか

できないことを見つけて成し遂げるという自己

実現の数値が極めて低いという結果が出ており

ます。

これまでの教育の在り方も一つの要因になっ

ていると思われますが、今後の教育の在り方を

考えていく上で、県教委はウェルビーイングに

ついて、どのように考え、取り組んでいくのか

お伺いします。

ウェルビーイング○教育長（黒木淳一郎君）

とは、身体的・精神的・社会的に良好で満たさ

れた状態を示す概念として、国の教育振興基本

計画のコンセプトの一つに位置づけられており

ます。

県教育委員会では、このコンセプトを踏ま

え、自己肯定感や自己実現に加え、殊に利他性

や他者との協働など、日本社会に根差したウェ

ルビーイングの向上を目指し、本県ならではの

ウェルビーイングを、子供、教師、そして学校

・地域・社会に向けて定義し、教育活動全体を

通じて各施策の取組を進めているところであり

ます。

今後とも、一人一人の状況やニーズに応じた

よりよい教育環境を提供しながら、ウェルビー

イングの向上に取り組んでまいります。

子供たちの心身の健全性や充○二見康之議員

実につながることを意識して、その方法とかを

考えていただければと思います。

先日、私の地元の地区のＰＴＡ研修会とし

て、「学校の「当たり前」をやめた。」という

本でも有名な元麹町中学校校長の工藤勇一先生

の講演会をリモートで開催いたしました。

講演の中で、これからの教育において、子供

たちの主体性、当事者性を失わせないことが大

事であると。これは、自己決定を促し、自律を

促すことが重要である。そのためには、大人や

教師が様々なことを決めつけてはいけない。例

えば、子供がけんかをしていた場合、「けんか

は駄目だ。やめなさい」と言って止めるのでは

なく、「なぜけんかになったの？」「何が嫌

だったの？」「また同じことをやりたい？」

「どうしたい？」「何か手伝ってほしいことは

ある？」というような質問形式で対話し、答え

は子供に出させるということでした。

今、学校現場では、このような取組が始まっ

ていると思います。また、子育て中の親として

は、子供との接し方について、大きな気づきを

いただきました。このような教育方法の変化に

より、子供たちのウェルビーイングが育ってく

れることを願うところです。

次に、タブレットの活用について伺います。

新型コロナ禍により、急速に整備が進んだ学

校現場におけるタブレット端末ですが、同時

に、この活用方法など、先生方におかれまして

は、大変な御苦労があると思います。しかし、

子供たちの学び方の変化にしっかり対応してい

ただきますようお願いします。

このタブレット端末によって、情報の検索・

収集が簡易になり、その情報の分析・まとめを

する、そして、それを発表・表現することが容

易になりました。つまり、学習過程において、

- 176 -



令和６年11月29日(金)

インプットからアウトプットまでを一連の流れ

として、効率よく取り組むことができるように

なり、授業参観に伺ったときも、小中学校にお

いて、このような授業が行われておりました。

先日、宮崎東高校の通信制の生徒発表をお聞

きしたんですけれども、テーマが「日本国民は

なぜ戦争に賛成したのか」で、日露戦争や第一

次世界大戦時における当時の社会情勢や福沢諭

吉や徳富蘇峰、夏目漱石などの論調や考え方の

違いを調査して、国民がどのような考えを持っ

たのか、まとめておりました。

すごいことですよね。自分の過去を振り返っ

たとき、歴史を学ぶときは、ただ暗記するだけ

だったんですけれども、学ぶに当たって、一番

大事なことを今の子供たちはやってのけている

んだということを伺いまして、この生徒はすば

らしいなというのと、それを指導される先生方

にも深く敬意を表したいと思います。これもタ

ブレット端末の活用の一例だと思います。

ほかにも、例えば宿題の効率化、既に分かっ

ている生徒にとっては無駄であり、分からない

生徒には重荷であるということで、宿題を廃止

したのがその工藤先生でした。理解できていな

いところを重点的に学ぶことができるシステム

を利用すれば、効率的に学習することも可能に

なるでしょうし、また学習の理解の進み具合に

よって、それぞれの学力に応じて学ぶことがで

きるようになります。

今後、このタブレット端末について、県教育

委員会では、授業などにおいて、どのように活

用して取り組んでいくのかお伺いします。

現在、県内全ての○教育長（黒木淳一郎君）

公立学校で、学習用タブレット端末を、課題解

決のための情報収集や、自分の考えを友達と共

有すること、学習したことをまとめ、表現する

ことなどに活用しております。

また、小中学校におきましては、教科書の二

次元コードから読み取った動画やデジタル教科

書による学習内容の確認、理解度に応じたデジ

タルドリルなどの活用をしております。

さらに、高校におきましては、小中学校で学

んだスキルを発展的に活用し、探究活動など

で、実験データの分析や遠隔地との共同研究な

どに取り組んでおります。

このように、公立学校においては、個に応じ

た学習や協働的な学びの実現に向けた効果的な

活用を進めております。

今まで日本人というのは、自○二見康之議員

分の意思を表現すること、相手を推しはかって

黙っておくことが美徳みたいなのがあったわけ

なんですが、そうじゃなくて、違いをしっかり

理解して意見を言うことができる、そういった

ことにつながってくるのかなというふうに思い

ます。外国とのディスカッションとか、そう

いったものにもつながりますよね。

学び方の多様化、効率化、そして思索の深

化、学習の効率の向上など、本当に活用の可能

性はたくさんあると思います。その一つとし

て、ディスレクシアなどの学習障がいのある児

童生徒への対応があるかと思います。失読症、

いわゆる読むのが苦手なタイプ、書字障がい、

いわゆる書くのが苦手なタイプ、ほかにもＡＤ

ＨＤや発達障がいなど、現在増えている様々な

障がい でも、これを障がいと言っていいの―

か、その子の個性と言ったほうがいいかもしれ

ません のある子供たちの学び方において、―

最適な方法により学ぶことができるようになっ

たわけです。

これら学習障がいのある児童生徒への対応を

県教育委員会ではどのように考えているのかお
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伺いします。

読み書きに困難を○教育長（黒木淳一郎君）

伴うディスレクシアなど、学習障がいのある児

童生徒は、主に小中学校の通常の学級に在籍し

ておりまして、これまでは、支援員が児童生徒

の横につくなどして、障がいの状態に応じた支

援を行ってまいりました。

タブレットが導入された現在は、例えば、文

字を読むことが困難な児童生徒が、読み上げ機

能を利用して文章を音声で聞いたり、文字を書

くことが困難な児童生徒が、ノートを取る代わ

りに黒板の文字をカメラ機能で撮影したりする

など、より自立した学習ができております。

県教育委員会といたしましては、タブレット

を有効に活用するため、教職員に対する研修と

児童生徒の学習環境の充実に努めてまいりま

す。

この間、子供を病院に連れて○二見康之議員

行ったときに、ＮＨＫの番組を見ていたら、タ

ブレットを使っている生徒が１人だけいて、周

りの子供たちに、何であの子だけ特別なんだと

言われるんだけれども、その子は読むのが苦手

だと、文字が大きく見えたり小さく見えたりす

る障がいを持っていたというようなことで、そ

れはクラスの中でいじめにつながらないような

番組だったわけなんですが、やっぱり周りの理

解というのも必要になってくるんだろうと思い

ます。これは子供たちだけじゃなくて、我々大

人、保護者、先生方、一体となって取り組む必

要があると思います。

最後に、次年度の事業の中に、収入事務につ

いて新たな取組がばっと出てくるのを期待し

て、私の質問の全てを終わります。ありがとう

ございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○野﨑幸士副議長

ました。

次の本会議は、12月２日午前10時から、本日

に引き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時44分散会

- 178 -


